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はじめに 

 

公益財団法人武蔵野健康づくり事業団は、地域住民の健康診査事業等の健康管理体制の整

備が求められる中、昭和 62 年に設立され、以来 30 年にわたり、人間ドック事業をはじめ、

地域医療機関からの依頼検査、職域健診等の自主事業のほか、がん検診等の各種検診や健康

づくり支援センターによる健康増進事業等の受託事業を担い、武蔵野市及び市医師会、関係

団体等と連携しながら、地域住民の生活習慣病の予防（一次予防）及び疾病の早期発見（二

次予防）等、地域の保健事業の一翼を担ってまいりました。  

 今日、高齢化が進む中、生活の質の維持・向上を図るとともに、介護予防や医療費の伸び

を抑制することが社会的な課題となっており、また、健康づくりに対する利用者のニーズ等、

事業団を取り巻く環境も様々変化しております。こうした中で、当事業団は、武蔵野市をは

じめ、地域医療機関、地域団体等と更に連携を強化しながら、疾病の予防や早期発見など、

公共課題の一つである健康寿命の延伸に向けて、健康施策へ的確に対応し、地域住民の健康

づくりを専門的に支援する役割が更に増していくものと考えております。  

 一方で、事業団を取り巻く厳しい状況の中で、今後更に経営力の強化を図り、持続可能な

組織として、財務の改善や人材の育成にも注力していく必要があります。  

 この度、当事業団の今後向こう 6 か年の基本的な方向性を定める第二期中期計画を策定

いたしました。事業団では、誰もがいきいきと健康に暮らし続けられるまちを目指し、本計

画に基づきながら各課題への対応に着実に努めてまいる所存です。  

 策定にあたり関係各位より賜りましたご協力に心より感謝いたしますとともに、今後とも

よろしくご指導、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。  

 

 平成 31 年 3 月 

     公益財団法人武蔵野健康づくり事業団    理事長 笹井 肇 
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第 １ 章  計画の策定にあたって 

 １ 事業団の理念 

 

武蔵野健康づくり事業団は、地域住民の生涯にわたる主体的な健康   

づくりを専門的に支援し、健康寿命の延伸と健康なまちづくりに寄与し

ます。 

 

 

  公益財団法人武蔵野健康づくり事業団（以下、「事業団」という。）の前身である「財

団法人武蔵野健康開発事業団」は、昭和 62（1987）年 10 月に設立された団体で、地

域住民へ保健医療情報の提供を行い、健康づくりの意識の高揚を図るとともに、各種検

診事業及び保健衛生に関する調査研究を行い、疾病の予知・予防と早期発見を図り、も

って健康の保持増進と福祉の向上に寄与することを目的に設立されました。  

  設立以来事業団は、人間ドックや地域医療機関からの依頼検査、職域健診等の自主事

業をはじめ、がん検診等の各種検診等、武蔵野市及び武蔵野市医師会、関係団体等と連

携しながら、主に疾病の早期発見（二次予防）等を中心に事業を展開してまいりました。

平成 21（2009）年 10 月には武蔵野市より「健康づくり支援センター」（以下「支援セ

ンター」という。）事業の委託を受け、市民の生活習慣病の予防（一次予防）にも取り組

むようになりました。  

平成 23（2011）年４月には公益認定を受け、名称を「公益財団法人武蔵野健康づく

り事業団」に改め、さらに平成 24（2012）年９月には、保険医療機関指定を受けてそ

の役割を広げ、地域の保健事業の一翼を担ってまいりました。  

 

  今日、医療技術の進歩、平均寿命の延伸、超高齢社会、健康ニーズの多様化など、健

康を取り巻く環境は大きく変化しています。そうしたなかで、事業団には、市や関係機

関と連携しながら、時代やニーズの変化に対応した事業展開が求められています。  

   

  事業団は今後、公益法人として公衆衛生の向上に寄与するとともに、武蔵野市財政援

助出資団体として、武蔵野市や各関係団体等と連携を強化しながら、公共の利益及び公

共の課題解決の一端を担う団体としての役割を更に果たしていく必要があります。その

ため、これまで培ってきた経験や資源を十分に活用し、健康寿命の延伸と健康なまちづ

くりに向けて、地域住民の健康管理、健康づくり支援のための事業を積極的に推進して

まいります。  

  あわせて、今まで以上に効率的な事業運営に努めるとともに、自主財源の確保やコス

ト削減に取り組み、健全で持続可能な経営を目指してまいります。  
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２ 計画の性格と期間 

 

  〇 本計画は、事業団のこれまでの取組を発展的に継承するとともに、市の「第 3 期

健康福祉総合計画」、「第 4 期健康推進計画・食育推進計画」及び「武蔵野市国民健

康保険データヘルス計画・第 3 期武蔵野市特定健康診査等実施計画」との整合を図

り、武蔵野市が求める健康施策に的確にこたえていくための基本的な方向性や経営

の中期的な方針を示すものです。  

 

 〇 本計画の期間は、市の上記計画を受けて、平成 31（2019）年度から平成 36（2024）

年度までの 6 年間とします。また、市の計画の見直しに合わせ、平成 34（2022）

年度を目途に中間評価を行うとともに、社会情勢の変化や市の計画の変化を考慮し

ながら、必要に応じて適宜見直しを行います。 

 

 

＜ 計画の期間＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成 29 
（2017）年度 

平成 30 
（2018）年度 

平成 31 
（2019）年度 

平成 32 
（2020）年度 

平成 33 
（2021）年度 

平成 34 
（2022）年度 

平成 35 
（2023）年度 

武蔵野市第４期健康推進計画・食育推進計画 

武蔵野健康づくり事業団 第二期中期計画 

武蔵野市第３期健康福祉総合計画 

武蔵野市国民健康保険データヘルス計画 

平成 36 
（2024）年度 

中間評価 

第一期中期計画 

（Ｈ27～Ｈ30） 

計画の見直し 

第 3 期武蔵野市特定健康診査等実施計画 
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第 ２ 章  前期計画の取組状況と事業団の現状 

１ 第一期中期計画の取組状況 

  第一期中期計画期間中は以下のような取組を進めてきました。  

 

 １ 健康を維持・増進するための支援  

  ①三本柱による健康づくり支援 

個別施策  内容  主な取組状況  

【拡充】健康づく

り 推 進 員 に よ る

地 域 支 援 の 拡

大  

平成 27 年度に市から所属を移管し、

３名 増員 して地域 との連 携を強化 し

ます。 

健 康 づくり推 進 員 の研 修 を充 実 しま

す。 

健康づくり推進員ＯＢ・ＯＧによる地

域支援のしくみを検討・実施します。 

・平成 27 年度、地域との連携を強化するため、健康づ

くり推進員を３名増員し 21 名体制で活動を展開す

ることとしました。欠員が３名の期間もありましたが、平

成 30 年度末では 20 名体制で活動しています。 

・ＰＲ研修、市関連部署事業説明、上級救命講習、

事業体験研修等を実施しました。 

・各地区に代表者を置き、代表者会議と OB・OG 会を

定期的に実施してきました。OB・OG による自主グルー

プの立ち上げ支援、ウォーキング事業のサポートを実施

しました。 

【拡充】健康づく

り 人 材 バ ン ク の

活動の場の拡大  

地域と連携した健康づくり事業におい

て、継続支援や仲間づくりに、講師とし

ての協 力を行 います。健 康 づくり人材

バンク紹介事業等により、活動の場を

広げます。 

・各種団体との共催事業、ウォーキング事業、人材バン

ク紹介事業、自主グループ立ち上げ試行事業におい

て、健康づくり人材バンクを講師・指導者として活動の

場を拡大してきました。 

・継続支援や仲間づくりの領域にも積極的に人材バンク

を活用しました。 

【拡充】健康づく

り は つ ら つ メ ン バ

ー登録制度の活

性化  

健康づくりはつらつメンバー（健康づくり

普及員）に対して、健康づくり活動情

報誌 等の情報 提供 及びポイント制の

導入により、活動の活性化を目指しま

す。 

アンケート調査等により実態及びニーズ

の把握を行 い、新たな取組みやしくみ

づくりにつなげます。 

・健康づくりポイント制や健康づくり活動情報誌の送付

等、新たな特典を導入しました。 

・メールマガジン配信、メールマガジンによる一部事業の

先行予約を特典として付加しました。日本縦断健康

健脚チャレンジャー（KKC）をはつらつメンバー特典に

移行し、事業周知を強化。アンケート調査の回答持

参者に啓発グッズを配布することで回収率を上げ、より

多くの声を集めました。 

 

  ②ライフステージに応じた健康づくり支援  

個別施策  内容  主な取組状況  

【拡 充 】 対 象 年

齢を明確に区分

した事業の実施  

幼少期～少年期の子どもと保護者、

成人～壮年期：概ね 20～40 代、

中年期：50～60 代、高齢期：65

歳以上を基本として対象年齢を区分

し、対象年齢に合ったプログラム内容や

効果的なＰＲにより全年代に対し偏り

なく事業を実施します。 

・実施内容及びＰＲを対象年齢に合わせて実施した。 

 リズムで DANDAN！for キッズ、食育出前型教室、

生活習慣改善教室、健康体操教室、学んで実践・ノ

ルディックウォーキング教室、だんだん活力アップ体操、

健康づくり応援教室、高齢者筋力向上プログラム等。 

【拡 充 】 健 康 体

操 教 室 の 高 齢

者 向 け ク ラ ス の

新 設 とリニューア

ル 

20 歳以上の市民を対象とした自由来

所制の健康体操教室の参加者は高

齢者が圧倒的に多いため、高齢者対

象 としたクラスを新 設 し、要 支 援 者 も

参加できるよう配慮します。 

他のクラスも若い世代の利用増に向け

て、内容・時間等をリニューアルします。 

・ストレッチ＆脳トレ、転倒予防＆脳トレの高齢者向け

の健康体操教室を 2 クラス新設し、要介護認定を受

けていない高齢者の健康づくり支援を行いました。 

・高齢者の安全面の配慮から、平成 30 年度自由来

所制から申込制へと変更しました。 
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個別施策  内容  主な取組状況  

【拡充】「だんだん

活力アップ体操」

の普及促進  

高齢者の運 動講座、老 人クラブの定

期 会 合、介 護 予 防 事 業 等 に人 材バ

ンクや健康づくり推進員を派遣し、「だ

んだん活力アップ体操」の普及を推進

します。 

・地域団体からの依頼による高齢者対象の出前講座

や介護予防事業で実施したほか、J:com 武蔵野三

鷹での放映、ホームページでの動画配信等を行いまし

た。希望団体や健康づくりはつらつメンバー登録者に体

操を収録してある DVD を配布しました。 

 

  ③地域と連携した健康づくり支援  

個別施策  内容  主な取組状況  

【新規】コミュニテ

ィ協 議 会 等 と協

力した健康づくり

自 主 活 動グルー

プ立ち上げ支援  

平成 27 年度より、試行事業として２

カ所のコミュニティ協 議会とそれぞれ協

力して健康づくり自主グループ立ち上げ

支援を実施します。 

健康づくりはつらつメンバーの集い等から

の自 主グループ立 ち上 げについても地

域と連携して試行します。 

試行 事業 の検 証を行った後 、地域で

の取組みを拡大していきます。 

・平成 27 年度、地域の自主グループ 3 団体について、

それぞれの特色や要望に添った立ち上げ支援を行いま

した。 

・平成 28 年度、コミュニティ協議会との共催による自主

グループ立ち上げ支援を行うとともに、自主グループ立

ち上げ支援について、検証・課題整理を実施しました。 

・平成 29 年度、これまでの実績を踏まえ、自主的な取

り組みを共催事業に位置づけて実施しました。 

【 拡 充 】 地 域 団

体 等 との共 催 に

よる健康づくり連

携支援  

コミュニティ協議会、情報発信協力パ

ートナー店などの地域団体等からの要

望に基づき、仲間づくり等の目的を明

確にして、地域と連携・協力した健康

づくりを共催で実施します。 

・平成 27 年度からの自主グループ立ち上げ支援の実

績を踏まえ、平成 29 年度共催事業に位置づけ、目

的を「運動のみの継続支援」と「運動及び講座の啓発

支援」の２区分により実施しました。 

・平成 29 年度、コミュニティ協議会４カ所、情報発信

協力パートナー企業２カ所、その他団 体３カ所で実

施するなど、地域との連携を広げました。 

・平成 30 年度、共催事業からさらに団体の自主事業

化への移行を目指す取り組みを検討・開始しました。 

【 拡 充 】 情 報 発

信 協 力 パートナ

ー 店 等 に よ る事

業連携や協力  

情報発信協力パートナー店等からの、

物品等の提供による協賛や、協力体

制を築き、地域の連携を広げていきま

す。 

・情報発信協力パートナー店等からの物品等による協

賛のほか、フェイスブックでのパートナー店の紹介を行い

ました。 

・パートナー店との共催講座を実施して連携を広げまし

た。 

 

  ④多種多様な健康づくり活動との連携強化  

個別施策  内容  主な取組状況  

【 拡 充 】 行 政 、

関連団体との事

業 連携や協 力・

役 割 分 担 の 整

理  

総合体育館の事業及び介護予防事

業（運動）との役割分担の整理や事

業をつなぐしくみを検討するとともに、事

業の連携・協力などを進めます。 

食育事業に関しては、市主催の食育

担当課連絡会議に参加し、事業団と

しての役割を果たしていきます。 

・武蔵野市介護予防事業連絡調整会議、運動習慣

定着化促進会議等への出席による課題共有、情報

交換、連携協力を行いました。食育担当課会議への

出席による情報交換等を行いました。 

【 新 規 】 医 療 、

介護事業所との

事 業 連 携 や 協

力   

在 宅 医療・介 護 連 携 推 進協 議 会 に

参加し、事業団の専門職や設備を活

かして市民の介護予防・重症化予防

に連携・協力します。 

・平成 27 年度から、武蔵野市在宅医療・介護連携

推 進 協議 会 多 職 種 連携 ・普 及 啓 発部 会 の活 動に

参加し、市におけるまちぐるみの支え合い（地域包括

ケアシステム）の仕組みに向けた連携協力に努めまし

た。 
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 ２ 予防を重視した健康施策の推進  

  ①一次予防と二次予防の連携による健康づくり  

個別施策  内容  主な取組状況  

【拡充】栄養サポ

ート講座の拡充  

特定保健指導や、メタボリックシンドロ

ーム該当にならない非肥満高血圧者

や既に治療を開始している方など、重

症化予防を目的とした、生活習慣改

善教室を実施し、高血圧等の改善に

繋がるよう支援します。 

・高血圧の改善をテーマにした栄養サポート講座「血圧

科学セミナー」、節度ある適度な飲酒についての知識を

普及することを目的とした「スマート飲酒ライフ」を実施

し、生活習慣改善のための行動変容を促す支援を行

いました。 

【拡 充 】 生 活 習

慣 改 善 教 室 の

充実  

対象年齢別に、運動・栄養・保健等

の視点から講座や測定などを取り入れ

た生活習慣改善教室を実施します。

内容・回数を充実し生活習慣改善支

援を行います。 

・平成 27 年度は対象年齢を３区分に分け連続講座

を実施しました。 

・平成 28 年度からは、20～40 歳代を対象に連続講

座の生活習慣改善教室を実施し、より若い世代への

支援を強化しました。親子参加型３日間連続講座。 

・平成 29 年度、保健講座「健診結果の見方とその対

策」と運動講座「忙しい人のすきまトレーニング」の生活

習慣改善教室を単発で実施しました。 

【拡 充 】 事 業 団

のドック受診者や

職 域 健 診 の 受

診 者 等に対する

個別の相談や健

康 づ く り 支 援 の

推進  

健 康相 談 の希望 のある方、また受 診

結 果 等 から生 活 習 慣 改 善 が必 要 な

方に、予防・改善につながる保健指導

を実施します。 

・人間ドック受診者のうち健康相談希望者や、障がい

者福祉施設利用者で健診結果から栄養指導の必要

がある受診者とその家族へ、保健師及び管理栄養士

が特定保健指導等の経験を活かして、生活習慣改

善のための指導を行いました。 

【 拡 充 】 禁 煙 の

ＰＲの推進  

喫煙の有害性について、啓発に努める

とともに、人間ドックでは禁煙指導を積

極的に行います。 

・人間ドック受診者のうち喫煙者の方へ禁煙に関する情

報提供を行いました。（27 年度 224 人、28 年度

226 人、29 年度 204 人） 

 

  ②市民の健康管理（人間ドック・依頼検査）  

個別施策  内容  主な取組状況  

【新規】託児サー

ビスの実施  

子どもを預ける先がなく人間ドックに来

られない方のために、託児サービスを実

施します。 

・平成 29 年度、子育て期で健診を受診しづらい人向

けに、託 児サービス付きの人 間ドックを実 施しました。

（29 年度 8 名） 

【拡 充】人 間 ドッ

ク受 診 者 へ の サ

ービス向上  

受 診 者 がさらに安 心 して人 間 ドックを

受けられるように、日本人間ドック学会

人間ドック健診施設機能評価を基準

に業務改善を図ります。 

・施設機能評価基準に関する研修会へ参加したほか、

胸部レントゲン撮影における二方向撮影や人間ドック

受診時に 1 年後の予約を受け付ける等の利便性向

上を図りました。 

【拡 充】人 間 ドッ

クの広報の強化  

これまでの広報に加え、健康づくり推進

員を通した情報の発信を行います。若

い世代へのＰＲツールとしてフェイスブッ

クやホームページ・映像を活用し人間ド

ック受診者の増加を図ります。 

 ①健康づくり活動情報誌（はつらつメンバーへ配付） 

②けんこうづくり通信（全戸配布・広報誌） ③健康

づくり推進員 ④がん検診受診者への案内カード ⑤が

ん検診とセットの人間ドック案内チラシ⑥事業団人間ド

ックの特長を明確にした案内チラシ ⑦市報毎月 15

日号 ⑧ホームページ（事業団・市） ⑨個別勧奨ハ

ガキ（前年受診者等） ⑩ＦＭ放送⑪30 周年記

念事業での周知⑫保健センター広報掲示板等でＰ

Ｒを実施しました。 

・平成 26 年度に人間ドックを受診した後、受診されて

いない方へ郵送によるアンケート調査を実施しました。 

【拡 充 】 代 行 事

業 者 との連 携 の

推進  

健診事業の代行事業者には多くの企

業が登録していますので、代行事業者

と連携することで、新規や若年層の利

用者増加を図ります。 

・平成 28 年度にベネフィットワンを加え、LSI メディエン

ス、イーウェル、東京都市町村共済組合の４カ所と契

約し実施しました。 
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個別施策  内容  主な取組状況  

依 頼 検 査 の 周

知  

新 規 医 療 機 関 への周 知 を行 うととも

に、年 1 回は利用について、医師会を

通じて周知の徹底を図ります。 

・平成 27 年度、医師会と事業団との協定に基づく検

査料金の一部見直しについて、医師会を通じて周知

いただきました。 

・新規医療機関への依頼検査のご案内を個別に行い

ました。 

・平成 29 年度、依頼伝票の改訂に合わせて、依頼検

査制度のご案内をあらためて医師会を通じて行ってい

ただきました。 

依頼医療機関数：27 年度 58、28 年度 54、29 年

度 55 

 

  ③職域健診の拡充  

個別施策  内容  主な取組状況  

【拡充】受診する

事業所の拡大  

地 域 の健 康 づくりを支 える視 点 から、

職域健診を受診する事業所を増やし

ていきます。 

・新規利用事業所の増があっても、既存利用事業所の

減があるため、全体で横ばいから減少傾向にあります。 

・平成 30 年度中から、健診に必要な問診票等の一式

を個々人に分けて事業所へ送付する取組みを開始し

ました。 

新 規 事 業 所 数 ：27 年 度 ５か所  28 年 度 ３か所  

29 年度１か所  

利用事業所数：27 年度 57 か所  28 年度 57 か所  

29 年度 54 か所  

【拡 充 】 保 健 指

導の充実  

健診は、検査と保健指導が一体となっ

て生 活 習慣 病 の予防 に役 立 ちます。

市内事業 所で働く人の健 康 を守るた

めに医 師 が必 要 とした人 に管 理 栄 養

士が保健指導を実施します。障がいを

持つ人には個人のレベルに応じ、わかり

やすく実践につながるような個別指導を

行います。 

・人間ドックでは、平成 28 年４月から保健師、管理栄

養士等で健診後の保健指導を希望者へ実施してい

ます。 

・福祉関連事業所健診における障がいのある受診者の

健康増進を目的として、健診結果により栄養指導が

必要と判断した受診者とその家族へ管理栄養士によ

る栄養指導を実施しました。受診者：28 年度 11 人  

29 年度 12 人  

 

  ④がん検診の充実  

個別施策  内容  主な取組状況  

【新 規 】 土 曜 日

検診の試行  

受診率の向上を目指し、平日に受診

することが難しい方のため、土曜日に、

がん検診を試行します。 

複数のがん検診を受診できるよう工夫

して実施します。 

・平成 27 年度から土曜日にがん検診を開始しました。 

 実施日数・利用者数  27 年度 2 日、28 年度４日、 

29 年度 6 日、30 年度 7 日。 

・プロジェクトチーム等によるアンケート調査を実施し、人

間ドックや職域健診に関する要望の調査と土曜日の

開所に関する課題の洗い出しを行いました。 

【新 規 】 健 康 課

との役 割 分 担 に

よる検 診 業 務 の

一 括 受 託 の 推

進  

検診事業の効率化とフォローアップのた

め、「検 診 事 業 情 報 交 換 会 」を毎 月

開催し、連携してがん検診の向上に取

り組みます。 

今 後は、がん検 診 業 務を申 込から結

果発送まで行い、市民が受診しやすい

体制を作ります。 

・「検診事業情報交 換会」を毎月開催 し、各種検 診

等について意見交換を行いました。 

・平成 27 年度  骨粗しょう症予防教室、胃がんハイリ

スク検査、大腸がん検診について一括受託を開始しま

した。 
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 ３ 健康と医療に関する市民啓発  

  ①広報誌、メディア媒体、ムサシＤＡＮくん等の活用  

個別施策  内容  主な取組状況  

【拡 充 】 事 業 団

と し て の 広 報 誌

の発行  

従来健康づくり支援センターで発行し

ていた、「子 どもとその保 護 者 向 け」と

「一般市民向け」の２種類を統合し、

多くの世 代を対 象とし事業 団 としての

健康情報誌を発行します。 

・事業団職員、健康づくり推進員によるワークショップ形

式による編集や、事業団職員によるプロジェクトチーム

による編集、民間事業者を活用した編集等により作

成しました。年 1 回発行し市内全戸への配布を行いま

した。 

【拡充】フェイスブ

ックやホームペー

ジの効果的な運

用  

ホームページや、フェイスブックを活用し、

ボリュームのある事業案内や季節に合

わせた情報を企画して配信するなど、ソ

ーシャルネットワークの良さを生かした運

用を行います。フェイスブックについては、

市や関連団体等とのシェア等 情報共

有の連携を積極的に行います。 

・推進員取材による、健康づくり活動団体、健康づくり

情報発信協力パートナー等の紹介記事を掲載して発

信しました。平成 29 年度からはツイッター、メールマガジ

ンでの情報発信を開始しました。メルマガでは、市や関

連団体等の情報も掲載し連携を図っています。 

【拡 充 】ホームペ

ージの効 果 的 な

運用  

ホームページや、フェイスブックを活用し、

ボリュームのある事業案内や季節に合

わせた情報を企画して配信するなど、ソ

ーシャルネットワークの良さを生かした運

用を行います。 

・健康づくり支援センターの事業案内や人間ドックの予

約状況等の随時更新を行いました。 

・当年度事業計画や前年度事業報告、決算報告書

等の事業団情報について随時公開いたしました。 

 

  ②地域医療に関する理解の促進  

個別施策  内容  主な取組状況  

【 新 規 】 救 急 医

療 体 制 の 広 報

及び啓発  

「救急医療の東京ルール」との整合性

を図りながら、市民が地域医療の取組

みを理解できるよう広報や啓発活動を

行います。 

・平成 27～28 年度 武蔵野市在宅医療・介護連携

推進協議会の普及啓発部会に参加し、病院の機能

分 化 、かかりつけ医 等 を掲 載 した啓 発 パフレットを作

成・配布しました。 

【 新 規 】 在 宅 療

養 に関する市民

への啓発活動  

市、医師会をはじめとした関 係機関・

団 体 と連 携 ・協 力 し、地 域 住 民 への

情報提供や普及啓発を行います。 

・平成 27～28 年度 武蔵野市在宅医療・介護連携

推進協議会の普及啓発部会に参加し、在宅療養等

に関する啓発パフレットを作成・配布しました。 

・平成 29～30 年度 上記協議会による在宅医療介

護連携に係る市民向け啓発セミナーへの協力を行いま

した。 

 

  ③調査研究と健康情報の提供  

個別施策  内容  主な取組状況  

【新 規 】 効 果 測

定 等 の実 施 によ

る 介 護 予 防 事

業 体 系 化 の 調

査研究  

対象事業 の効果 測定及 び専 門職に

よる運動プログラム内容の評価等によ

り、武 蔵 野 市 の介 護 予 防 事 業 （運

動）の体系化に向けて調査研究を行

います。 

・平成 27 年度 武蔵野市地域健康クラブの効果測定

への協力と市介護予防事業連絡調整会議での効果

測定の目的・課題の整理、マニュアル作成を行いまし

た。 

・平成 28 年度 市内 16 会場の市介護予防事業の

効果測定及び報告書を作成しました。 

・平成 29 年度 25～28 年度までの市介護予防事業

の効 果 測 定 等 データの経 年 比 較 資 料 を作 成 しまし

た。 



8 

 

個別施策  内容  主な取組状況  

【拡 充】人 間ドッ

ク、職 域 健診 受

診 者 のデータ 分

析 を 基 に した 研

究  

市民の１％が利用する人間ドックや職

域 健 診 の受 診 者 データを基に、健康

状態・疾病傾向などを分析し、健康づ

くり支援センターの事業の企画に生かし

ます。 

・平成 27 年度 健康教育等の利用が限られる障害者

への栄養指導を実施し、その効果等を分析し、人間ド

ック学会でポスター発表しました。 

・平成 28 年度 支援センター事業の「日本縦断 KKC」

に着目し、人間ドック受診者のうち該当者に対し案内

を行いました。 

・平成 29 年度 人間ドック受診者における喫煙と糖代

謝異常との関連性について分析を行いました。 

 

 

 ４ 健全な財政運営 

  ①安定した財政運営  

個別施策  内容  主な取組状況  

人 間 ド ッ ク の 収

入の確保と補助

の あ り 方 の 見 直

し 

人 間 ドックは、個 人 の健 康 増 進 活 動

の指標となる大切な健診であると同時

に、事業団の中核となる事業です。 

事業団運営の財務の安定を図るため

にもより多くの方に人間ドックの重要性

を理解して定期的に受診していただくと

ともに、健診結果に基づいた、生活習

慣の改善を図る事業を実施します。 

人 間 ドック受 診 者 への補 助 ではなく、

事業に対する補助への変更を市に提

案し、協議していきます。 

・人間ドック受診歴ある方へ勧奨通知を送付。人間ドッ

ク受診者への利用者アンケートを実施し、ニーズ調査

等行いました。 

人間ドック受診者増へ向けたプロジェクトチームを編成し

て、受診者対策の方法や課題等について検討した。 

・平成 29 年度 市補助金の単価・算定方法の見直し

について市との協議を行いました。 

適 正 な 受 益 者

負担の検討  

診療報酬（保険点数）や近隣健診

機関の料金設定、又は社会情勢など

を考慮し、検査内 容・項目等 を見直

した上で、受診料の値上げを含め、設

定料金の適正化を図ります。 

公益財団法人として持続的な運営を

行うためには適正な受益者負担は必

要です。利用者ニーズに合った事業を

実施するためにも料金設定および支出

の見直し等とともに付加サービスについ

て受益者負担を検討します。 

・平成 26 年度の保険診療改定にあわせた料金改定を

実施しました。 

・講座参加者に対し自己負担の料金見直しを行ったと

ころ、参加者が激減する結果となったことから、事業へ

の参加促進と適正な受益者負担とをバランスを取りな

がら、適切な対応を検討していくこととしました。 

新たな事業の検

討  

事業団が持っている専門職や健康づく

り人材バンク登録者を活用し、保健指

導や介護予防に効果のある事業を関

連する部署と連携して行います。現在

市から受託しているがん検診などについ

ては、申込みから結果発送まで一括で

受託することにより収入の増加を目指

します。 

・武蔵野市の特定健康診査受診者を対象とする特定

保健指導を市から受託し平成 28 年度から実施して

います。 

・平成 27 年度  骨粗しょう症予防教室、胃がんハイリ

スク検査、大腸がん検診について一括受託を開始しま

した。 

採算バランスのと

れた事業執行  

安定した事業継 続のために収 入の増

加を図り、支出の削減に努めます。 

引き続き、持続的な事業団運営を行

うために、採算バランスのとれた事業執

行を原則とします。 

・上記のとおり収益の確保、経常費用の支出抑制に努

めました。 

・今後更に収支差額の解消に向けた取組みを検討・実

施していきます。 
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  ②医療機器の整備・更新  

個別施策  内容  主な取組状況  

高 額 医 療 機 器

の保有継続の検

討  

人間ドックや各種検診は受診者数や

内容が時間と共に変化していきます。

事業団 の保有する高額医 療 機器 保

有に関してもその必要性の度合いが変

化 しますので、受 診 者 のニーズや市 の

動きをとらえ、将来の事業展開を見据

えて保有の有無を検討していきます。 

・人間ドック受診者を対象にアンケート調査によるニーズ

の把握に努 めた。医療 機器の使用頻 度や装置の状

態について毎年確認を行いながら、医療機器更新計

画を作成し計画的な更新に努めてきました。 

・機器保有のあり方について、減価償却費用の財源不

足について市との協議を行いました。 

  

 ５ 組織力を高める人材の育成  

  ①人材の育成 

個別施策  内容  主な取組状況  

【 新 規 】 理 事 長

と職 員 によるミー

ティングの実施  

担当 業務にこだわらず、様々なテーマを

設定して、課題討論や意見交換等ミー

ティングを実施し円滑な組織の運営を進

めるとともに、常に事業団全体での意識

の向上を図ります。 

・職員全体の意識向上と円滑な組織運営に資するよ

う、テーマ設 定を行 いながら理 事長と職 員との意 見

交換を行いました。 

【 新 規 】 武 蔵 野

市及び他団体と

の人事交流の検

討  

事 業 団 はその組 織 構 成 上 、部 署 間 の

異動が少なく共有できる情報も限られる

ため、職員の資質向上の観点から市役

所や他団体と人事交流を行うことでネッ

トワークを広げ、連携を深めていきます。 

・武蔵野市の関係部署や関係団体との連絡調整会

議や在宅医療介護連携推進協議会、ケアリンピック

武蔵野等での人事交流に努めました。 

【 拡 充 】 能 力 向

上 のための研 修

（一般研修、専

門 研 修 、 職 層

研修）の充実  

職員それぞれが、自分の専門知識を増

やし、その知識を生かしたサービスの提供

ができるように能力の向上を目指します。

マンモグラフィ技術部門認定やピンクリボ

ンアドバイザーなどの認定取得者を増や

します。医療専門職の他の医療機関へ

の派遣研修も検討します。 

・マンモグラフィ技術部門認定や胃がん検診専門技師

認定、東京糖尿病療養指導士認定、人間ドックア

ドバイザーの更新、ピンクリボンアドバイザー資格取得

の奨励を行いました。 

・上級救急救命講習は職員・嘱託職員の全員が受

講しました。 

・昇任した職員への階層別研修を実施しました。 

【 拡 充 】 情 報 取

得 のための各 種

会議参加  

様 々な健 康 づくりに関 連 する会 議 等 に

参加することで、市や関連する団体の動

向や方針などの情報を交換・共有し、今

後の施策に反映させていきます。 

・武蔵野市の関係部署や関係団体との連絡調整会

議や在宅医療介護連携推進協議会、ケアリンピック

武蔵野、食育担当者会議、運動習慣定着化促進

会議等への参加に努めました。 

 

  ②プロジェクトチーム等の活用  

個別施策  内容  主な取組状況  

【 拡 充 】 組 織 を

横 断したプロジェ

クトチームの設置

と課 題 解 決 への

活用  

職種の違う職員でプロジェクトチームを作

ることにより、さまざまな視点から課題を捉

え、様々な立場から課題に向き合うこと

で、最良な解決方法を導き出します。 

・各課題の検討やワーキングチームとして以下のとおり

設置しました。 

 平成 27 年度  特定保健指導受託、人間ドック健

診施設機能評価受審準備、健診システム 

 平成 28 年度  土曜開所拡充、人間ドック受診者

増 やす隊 、事 業 団 だからできる生 活 習 慣 改 善 事

業、検査項目、広報誌作成  

 平成 29 年度  一次二次予防連携、人間ドック・依

頼検査・職域検診の充実、広報啓発、30 周年記

念事業  
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 ６ 社会の変化に対応した事業運営  

  ①事業評価と見直し  

個別施策  内容  主な取組状況  

利 用 者 満 足 度

調 査 に よ る 、 利

用 者 の ニ ー ズ の

把握  

事業団の事業を数多く利用してもらうた

めに、アンケートを実施してニーズ把握し

た上で必要 な事 業につなげ、利用 者の

満足度の向上を図ります。 

・ニーズの把握や事業改善・サービス向上 のため、以

下の対象者へアンケートを実施してきました。 

 平成 27 年度  健康づくり支援センター事業参加

者、土曜がん検診受診者  

 平成 28 年度  健康づくり支援センター事業参加

者、人間ドック利用者、職域健診受診事業所  

 平成 29 年度  健康づくり支援センター事業参加

者、人間ドック利用者  

事 業 評 価 の 改

善  

付属 診 療 所及 び健康 づくり支援 センタ

ー各事業について、事業実績やアンケー

ト等 により、事 業 の評 価 を行 っています

が、より良い事業評価の方法を検討しま

す。 

・各事業におけるニーズや満足度等を把握するための

アンケートを継続して実施しました。 

・事業評価に関する外部研修を受講しました。 
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２ 社会状況の変化（健康分野に関する国等の動向） 

 〇 人口減少社会に突入している我が国においては、高齢者の増加とそれに伴う医療費

の増加、介護人材の不足などが深刻な課題となっています。  

 〇 近年では特に、「健康寿命の延伸」「健康格差の縮小」に向けた動きとともに、「地域

共生社会」「地域包括ケアシステム」など、人口減少社会、超高齢社会に対応する動

きが活発になっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成26（2014）年   

３月  策定  健やか親子21（第２次） 

５月  成立  難病の患者に対する医療等に関する法律  

６月  成立  アレルギー疾患対策基本法  

６月  成立  地域医療・介護総合確保推進法  

７月  成立  過労死等防止対策推進法  

７月 閣議決定 健康・医療戦略 

平成27（2015）年   

６月  公表  保健医療2035提言書  

９月  成立  第７次医療法改正  

12月  策定  がん対策加速化プラン 

平成28（2016）年   

３月  改正  自殺対策基本法  

３月  策定  第３次食育推進基本計画  

６月  閣議決定  ニッポン一億総活躍プラン 

12月  改正  がん対策基本法  

平成29（2017）年   

２月  公表  「地域共生社会」の実現に向けて 

６月  成立  地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律  

７月  閣議決定  自殺総合対策大綱  

平成30（2018）年   

３月  閣議決定  がん対策推進基本計画（第３期） 

３月  公表  「健康日本21（第２次）」中間評価報告書  素案  

７月  成立  受動喫煙防止法  

国の動き（主な制度改正等） 
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人生 100 年時代 

100 歳まで生きるのが当たり前となる時代、またそのような時代

に合 った制 度 や人 生 設 計 を含 めて用 いられる。平 成 19

（2007）年生まれの日本人の半数は 107 歳まで生きられ

るとの予測もあり、誰もが 100 年生きうる時代をどう生き抜くか

を考えるため、平成 29（2017）年から首相官邸において

「人生 100 年時代構想会議」が開催されている。 

2025 年問題 

2025 年に団塊の世代が 75 歳を超えて後期高齢者となり、

国民の 3 人に 1 人が 65 歳以上、5 人に 1 人が 75 歳以上

という、世界で経験したことのない『超高齢社会』を迎える。65

歳以上の人口は 3500 万人を突破、認知症高齢者数は約

320 万人になると推計され介護人材の確保、医療と介護の

連携、病院と地域診療所の連携など、地域共生社会の実現

に向けた様々な取組が進められている。 

健康経営への取組 

社員の健康づくりを経営課題として捉え、社員の健康増進に

努めることによって、医療費を減らすだけでなく、労働生産性を

向上させ、企業価値の向上にもつなげようとする経営手法。

経済産業省が平成 27（2015）年に全国の中小企業１

万社に実施したアンケートでは、「健康経営に取り組んでいる、

取り組みたい」と考える企業は約 75％に上っている。 

ヘルスケア産業の伸展 

経済産業省の試算では、ヘルスケア産業（公的保険を支え

る公的保険外サービスの産業群）の市場規模は平成 28

（2016）年は約 25 兆円、2025 年には約 33 兆円になる

と推計されている。政府としても次世代ヘルスケア産業協議会

を設置するなど、成長戦略の重要な柱の一つと位置づけてお

り、地域包括ケア実現に貢献するヘルスケア事業の位置づけ

を明確化し、誰もが人生を最期まで幸せに生きることができる

「健康長寿社会」を構築する政策を展開している。 

ＩＣＴの発展 

  ・ビックデータの活用 

情報技術の発達に伴い、かつてないデータ量を扱うことが可能

となっている。また、『官民データ活用推進基本法』を踏まえ、

政府や地方公共団体などが保有する公共情報については、デ

ータとしてオープン化を強力に推進することとされている。 

 

 

社会の動きに関連するキーワード 
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３ 市の動向 

 〇 武蔵野市では、地域包括ケアシステムを「武蔵野市における 2025 年に向けた“ま

ちぐるみの支え合いの仕組みづくり” 」と捉え、「地域リハビリテーション」の理念

に基づき、総合的なサービスを提供しています。また、全国に先駆けて地域医療構

想を策定し、地域医療の充実と連携強化に取り組んでいます。  

 〇 第 3 期健康福祉総合計画においては、総合目標に「誰もが いきいきと 安心して 住

み続けられる 支え合いのまち」を掲げ、5 つの重点的取組を掲げています。  

 〇 第 4 期健康推進計画・食育推進計画では、すべての市民が、その年齢や状態に関わ

らず、住み慣れた地域で安心して生活が続けられるように、健康推進計画では「誰

もが“いきいき”と暮らしつづけられる“まち”武蔵野」を、食育推進計画では「食を

通じて“いきいき”と暮らす“まち”武蔵野」を目指して、施策を推進しています。  

 〇 武蔵野市国民健康保険の保険者である武蔵野市では、武蔵野市国民健康保険データ

ヘルス計画・第 3 期武蔵野市特定健康診査等実施計画を策定し、被保険者の健康増

進や生活習慣病の発症予防及び重症化予防を推進しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市の関連計画 

・武蔵野市国民健康保険データヘルス計画・第 3 期武蔵野市特定健康診査等実施計画  

    大目標１ 被保険者の生活習慣病の発症及び重症化の予防 

・武蔵野市第五期長期計画・調整計画 平成 28（2016）年度～平成 32（2020）年度 

  施策の体系＞Ⅰ健康・福祉＞基本施策３ 誰もがいつまでも健康な生活を送るための健康づくりの推進  

 

・武蔵野市第 3 期健康福祉総合計画 平成 30（2018）年度～平成 35（2023）年度 

        基本理念：地域リハビリテーション 

        総合目標：誰もが いきいきと 安心して 住み続けられる 支え合いのまち 

     

 

 

 

 

 

 

    ・武蔵野市第 5 期地域福祉計画  

    ・武蔵野市高齢者福祉計画・第 7 期介護保険事業計画  

    ・武蔵野市障害者計画・障害福祉計画  

    ・武蔵野市第 4 期健康推進計画・食育推進計画  

       基本目標：誰もが“いきいき”と暮らしつづけられる“まち”武蔵野  

１ まちぐるみの支え合いを実現するための取組み 

２ 生命と健康を守る地域医療充実への取組みと連携の強化  

３ 安心して暮らしつづけるための相談・支援体制の充実  

４ 人材の確保と育成に向けた取組み 

５ 新しい介護・福祉サービスの整備 

5 つの重点的取組 
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139,535 140,527 142,138 143,262 143,964 144,902

72,605 72,995 73,856 74,502 74,917 75,408

66,930 67,532 68,282 68,760 69,047 69,494

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

H25 H26 H27 H28 H29 Ｈ30

女性

男性

（人） 人口の推移

女 男
77 100歳以上 14

423 95～99 103

1,246 90～94 482

2,325 85～89 1,228

3,090 80～84 1,933

3,303 75～79 2,467

3,946 70～74 3,164

4,290 65～69 3,987

3,742 60～64 3,426

4,360 55～59 4,272

5,229 50～54 5,098

6,054 45～49 5,846

6,085 40～44 5,871

5,776 35～39 5,734

5,420 30～34 5,467

5,052 25～29 4,899

4,171 20～24 3,959

2,551 15～19 2,841

2,591 10～14 2,640

2,681 5～9 2,913

2,996 0～4歳 3,150

人口ピラミッド（平成30年1月1日現在）

年齢３区分別住民基本台帳人口（Ｈ30）
計 男 女

総数 144,902 69,494 75,408
0-14歳 16,971 8,703 8,268
15-64歳 95,853 47,413 48,440
65歳以上 32,078 13,378 18,700
（再掲）75歳以上 16,691 6,227 10,464

年齢３区分別構成比（％）
計 男 女

総数 100.0 100.0 100.0
0-14歳 11.7 12.5 11.0
15-64歳 66.2 68.2 64.2
65歳以上 22.1 19.3 24.8
（再掲）75歳以上 11.5 9.0 13.9

20歳未満

15.4%

20歳代

12.5%

30歳代

15.5%

40歳代

16.5%

50歳代

13.1%

60歳代

10.7%

70歳代

8.9%

80歳以上

7.5%

60歳以上人口

27.1％

年齢階級別人口割合（平成30年）

４ 人口の状況 

 〇 武蔵野市の総人口は平成 30（2018）年 1 月 1 日現在約 144,902 人となっており、

増加傾向が続いています。 

 〇 年代別では 30 歳代・40 歳代が多く、高齢化率は 22.1％（後期高齢は 11.5％）と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：人口動態統計 各年 1 月 1 日現在  

【武蔵野市の人口】 
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５ 市民の健康意識 

 〇 武蔵野市が行ったアンケートによれば、市が実施する健康づくり関連事業を利用

（参加）したことがあるのは、「成人や高齢者対象の健康診査等」が 21.4％で最も

多くなっています。一方、「知っているが、利用（参加）したことはない」や「知ら

ない」という評価の事業が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇 がん検診を定期的に受診しているのは、「子宮頸がん検診」が 21.5％で最多です。

「胃がん」「肺がん」「大腸がん」では 20％程度が「知らない」と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（n）

①妊婦のための事業 802

②未就学児の健康づくり事業 802

③成人や高齢者対象の健康
   診査等

802

④成人や高齢者の健康づくり
   事業

802

⑤人材の育成と活用に関する
   事業

802

⑥生活習慣の改善のための
   事業

802

⑦成人等対象の運動能力
   向上事業

802

⑧小学生親子対象のからだ
   づくり事業

802

9.0 

10.8 

21.4 

4.4 

2.0 
3.4 

3.7 

1.7 

25.4 

21.1 

36.0 

35.2 

16.8 

24.9 

26.4 

18.0 

50.4 

52.6 

31.7 

49.6 

68.7 

59.9 

59.1 

67.0 

15.2 

15.5 

10.8 

10.8 

12.5 

11.8 

10.7 

13.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っていて、利用（参加）したことがある 知っているが、利用（参加）したことはない

知らない 無回答

（n）

①胃がん検診 802

②肺がん検診 802

③大腸がん検診 802

④子宮頸がん検診 433

⑤乳がん検診 433

6.6 

6.4 

8.1 

21.5 

11.3 

7.1 

3.4 

6.0 

19.9 

15.9 

55.2 

55.0 

50.5 

45.7 

56.1 

20.1 

21.6 

21.7 

4.2 

5.8 

11.0 

13.7 

13.7 

8.8 

10.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っていて、定期的に受診している 知っていて、ときどき受診している

知っているが、受診したことはない 知らない

無回答

【市が実施する健康づくり関連事業の認知】 

【市が実施するがん検診の利用状況】 
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 〇 がん検診については自由回答に「胃カメラ」「土日実施」の要望が見られます。 

    自由回答：胃カメラ、乳がんエコー検査の要望、20～50 歳代の健康サポートなど  

 〇 健康に関する市への重点要望としては、「身体活動・運動」が 32.9％、「がん予防」、

「生活習慣病予防」が 20％台となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 「平成 29（2017）年度市政アンケート調査」結果では、健康づくり事業は、重点施

策としての要望は高くない（18 施策中第 11 位）ものの、取組への評価は高い（18

施策中第 3 位）事業となっています。また、評価は高齢者ほど高く、20・30 代で

低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

出産・子育て支援

身体活動・運動

がん予防

生活習慣病予防

禁煙・受動喫煙

休養・こころの健康

栄養・食生活

歯の健康

花粉症・アレルギー

アルコール疾患

34.5

32.9

27.4

27.3

23.6

20.6

17.1

16.5

9.6

0.9

0 10 20 30 40 (%)

出典：武蔵野市 市民の健康づくりに関するアンケート調査報告書（平成 29（2017）年 3 月） 

【重点施策要望（主なもの）】 

出典：武蔵野市  平成 29（2017）年度市政アンケート調査報告書  

【評価施策（年代別）上位３項目】 



17 

 

281,432

269,394

277,952
281,389

283,385

288,452

295,317

299,301

292,221 292,999

250,000

260,000

270,000

280,000

290,000

300,000

310,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

経常収益 経常費用

（千円）

経常収益及び経常費用の推移

人間ドック(補助

金除く）. 38,871. 
13.7% 職域健診. 

17,823. 6.3%

依頼検査. 
14,746. 5.2%

がん検診. 

22,556. 8.0%

支援センター

事業. 34,736. 

12.3%

特定保健指導. 

4,521. 1.6%
その他. 452. 

0.2%

補助金（運営・事

務費）. 121,515. 
42.9%

補助金（人

間ドック）. 
28,166. 

9.9%29年度

平成29年度 収益内訳

121,754

112,866 111,654 112,941

121,515

129,719 127,778

137,008
140,195

133,704

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

補助金 補助金以外

（千円）

検診, 79,150, 

27.0%

保健指導, 

746, 0.3%
啓発普及, 

27,089, 9.2%

調査研究, 30, 

0.0%

管理運営, 

2,335, 0.8%

人件費, 

183,649, 62.7%

６ 事業団収益と主要事業の課題 

 〇 平成 29（2017）年度の事業団収益の内訳は、補助金（53％）、人間ドック（14％、

補助金除く）、支援センター事業（12％）の 3 事業で約 8 割を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇 事業団の収支状況は、近年経常費用が経常収益を上回り、赤字の状況が続いていま

す。経常収益は、自主事業収入及び検診受託収入が減少しているものの、支援セン

ター事業受託収入及び運営費補助金の増により、平成 27(2015)年度以降微増とな

っています。経常費用も人件費の増により微増しています。収支差額については、

平成 27（2015）年度以降漸減していますが、平成 29（2017）年度では、961 万

円のマイナスとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【経常収益・経常費用の推移】  

【平成 29 年度収益内訳】 【収益内訳(２区分）の推移】 

【平成 29 年度経常費用内訳】 
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42,289
40,293

41,278
40,110

38,871

23,573
24,983

32,809
35,947

34,736

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

（千円）

人間ドック

支援センター事業

特定保健指導

がん検診

職域健診

依頼検査

1,475 1,412 1,444 1,407 1,393

2,475
2,327 2,384

2,245

2,017

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

受診者 オプションのべ受診者

（人）

人間ドック受診者数の推移

2,245

1,664

2,085

1,323

924

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

（人）

乳がん

胃がん

肺がん

大腸がん

がん検診受診者数の推移

15,415

36,676 36,308

49,990

115,890 118,390

96,349 96,484
101,484

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

減価償却引当資産不足額

減価償却引当資産（期末残高）
（千円）

 〇 収益内訳の推移をみると、人間ドック、がん検診、依頼検査事業は収益減少、支援

センター事業、特定保健指導は委託料等の増等により収益上昇傾向となっています。 

 〇 検査機器を含む備品の更新のため、毎年減価償却費の積立を行っていますが、収支

の状況により、必要額を積み立てられず、平成 29（2017）年度末現在、減価償却

累計額に対し、約 5,000 万円不足しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇 事業団収入の中核をなす人間ドック受診者数は、毎年 1,400 件前後で推移するも、

若干減少傾向となっています。また、オプション検査受診件数は平成 27（2015）

年度以降減少しています。 

 〇 乳がん検診は、平成 28（2016）年度以降、複数の医療機関で検診が開始されたこ

とにより、事業団での受診者数は、過去のピーク時に比べ半数以下に減少していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【収益内訳の推移（補助金を除く）】  【減価償却引当資産の推移】 

【人間ドック受診者数の推移】 【がん検診受診者数の推移】 
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974 966 944
819 844

8,443 8,407 8,501 8,573 8,357

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

0

200

400

600

800

1000

1200

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

件数 1件当たり収入
（件） （円）

1,854
2,020 1,948 1,991 1,883

19.8% 19.6%
20.5%

21.2% 21.7%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

受診者数計 障害者施設からの受診割合（人）

職域健診受診者数等の推移

16.5
15.7

13.2 13.4

15.3

0

5

10

15

20

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

特定保健指導 動機付け支援

積極的支援

（％）

 〇 職域健診の受診者数はほぼ横ばいで推移していますが、 障害者施設からの受診割

合は上昇傾向が続いています。 

 〇 依頼検査は平成 28（2016）年度以降 800 件台に減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇 特定保健指導の利用状況は、平成 29（2017）年度 15.3％となっています。平成 28

（2016）年度から平成 29（2017）年度にかけて動機付け支援、積極的支援ともに

増加傾向となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※上記特定保健指導実施率の推移のうち、事業団がその一部を受託して特定保健指導業務を  

実施したのは、平成 28（2016）年度及び平成 29（2017）年度です。  

 

  

【職域健診受診者数等の推移】 【依頼検査数と１件当たり収入の推移】  

【特定保健指導実施率の推移】 

出典 ：武蔵 野 市市 民 部 保険 課  
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6,903 7,205

15,327
14,333 14,108

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

（人）

434
369

184 214

432

2,258

2,578
2,754

2,877

3,196

0

1,000

2,000

3,000

4,000

0

200

400

600

800

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

年度別登録者数 登録者合計数（各年度末現在）
（人） （人）

 〇 健康づくり支援センター事業総参加者数は、平成 27（2015）年度に健康づくり自

主活動グループ立ち上げ支援試行事業（延べ 877 人）の実施等により、15,000 人

を突破しましたが、その後は 14,000 人台で推移しています。 

 〇 健康づくりはつらつメンバーの登録者数は、平成 27（2015）年度に 200 人を割り

込んだものの、健康づくり推進員による取組み強化により、平成 29（2017）年度

には 400 人台に盛り返しています。 

 〇 健康づくりはつらつメンバーの登録者合計数は、平成 29（2017）年度末 3,196 人

と年々増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【健康づくり支援センター事業総参加者数】 【健康づくりはつらつメンバー登録者数】 
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男性

27.3 

女性

72.7 

(%)

～20代

0.4 
30代

6.2 

40代

13.3 

50代

11.8 

60代

19.0 

70代

27.5 

80代～

21.7 

不明

0.2 

(%)

～20代

1.3 

30代

16.8 

40代

25.6 

50代

18.9 

60代

20.5 

70代

12.8 

80代～

4.0 

(%)

男性

24.8 

女性

75.2 

(%)

 ○ 健康づくりはつらつメンバー（3,196 人）の年代別の割合は、60 代以上が７割近

くを占めています。  

 〇 健康づくりはつらつメンバーの割合の低い 50 歳代以下の年代層への情報発信を強

化するため、平成 29（2017）年度からメールマガジンを開始しました。メルマガ

登録者（297 人）の構成を見ると、はつらつメンバーに比べ 30～40 歳代の登録割

合が多い傾向が見られます。  

 

【健康づくりはつらつメンバー登録者の構成（平成 29 年度末現在）】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【メールマガジン「むさしの健康づくり応援ニュース」登録者の構成（平成 30 年度末現在）】 
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第 ３ 章  事業計画の基本的な考え方 

１ 基本目標 

 

「誰もが住み慣れた地域でいきいきと健康に暮らしつづけられるために」 
 

 

武蔵野健康づくり事業団は、武蔵野市とともに、第 4 期健康推進計画・食育推進計画等

の市の健康施策の目標達成に向けて取組みます。  

 

２ 基本視点 

  取組みに際しての基本視点として、以下の 3 つを掲げます。  

 

 

総合力と専門性を活かした公益サービスの提供 

設立以来 30 年間にわたり培ってきた専門知識、ノウハウや一次予

防・二次予防事業を担う事業団の総合力を活かして、質の高い公益

サービスを提供します。 

 

 

多様化する利用者ニーズや環境変化への対応 

多様化する利用者のニーズや事業を取り巻く環境の変化を的確に

把握し、新たな課題に対応したサービスを提供していきます。  

 

 

 

地域との連携・ネットワーク推進の強化 

地域や関係機関との連携・ネットワークを強化しながら、「自分の

健康は自分で守ろう！」を実践する市民を増やしていくための環

境づくりを進めます。 

 

 

  

基本視点 

１ 

基本視点 

２ 

基本視点 

３ 

誰もがいきいきと健康に暮らし続けられるまちを目指して 
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３ 基本施策 

 

  基本目標の達成に向け以下の 3 つを基本施策として体系的に施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策１ 

地域とのつながりを活かした市民の主体的な健康づくり活動への支援  

健康寿命の延伸に向けて、「市民の健康づくりを応援する三本柱」とと

もに、専門性と地域とのつながりを活かしながら、市民の主体的な健康

づくりを対象者層に合わせて支援します。 

基本施策 2 
 

予防を重視した健康診査等による健康づくりの推進 

がんや生活習慣病の予防及び早期発見・重症化予防のため、事業団の組

織力や専門性を活かした健康診査や検診等により、自らの健康状態や生

活習慣等の自己管理を支援します。 

基本施策３  
 

健康・地域医療に関する情報発信と連携・ネットワークの推進  

健康づくりや地域医療の普及啓発のため、より効果的な情報発信と事業

連携を図るために、市及び関係機関との連携・ネットワークを更に推進

します。 
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４ 施策の体系                          区分：◎新規 〇拡充 

基本施策  施策の方向性  区分  施策・事業  

１  

地域とのつなが

りを活かした市

民の主体的な

健 康 づ く り 活

動への支援  

(１) 三本柱の新体制確立と健康

づくり支援の更なる推進  

〇 
健康づくり推進員の育成・定着・マンパワーの確保と活動の

活性化  

〇 健康づくり人材バンクの人材確保と活用  

〇 健康づくりはつらつメンバー登録制度の活性化  

◎ 
健康づくり応援（情報発信協力）パートナーと連携したフ

レキシブルな事業の推進  

(２) 対象者層に合わせた健康づく

り支援と地域における健康づく

りの推進  

〇 
生活習慣病予防効果の高い年代層・子育て世代への支

援  

 高齢期の健康増進・介護予防の支援  

◎ 共催事業から地域団体等の自主運営化の移行推進  

〇 
地域団体等との共催事業による地域の健康づくり啓発拠

点づくりの推進  

〇 地域への事業展開による市民の身近な健康づくりの推進  

２  

予 防 を重 視 し

た健康診査等

による健康づく

りの推進  

(１ ) 疾 病 の 早 期 発 見 と 予 防 を 

目的とした健康づくり支援  
〇 

健 康 づくり支 援 センター事 業 （一 次 予 防 ）と健 診 事 業

（二次予防）との連携強化  

(２) 市と連携したがん検診の環境

づくり 

〇 受診率向上に向けた啓発・取組み 

〇 精度管理の維持向上・精密検査受診勧奨  

◎ 検診体制・検査方法等の進展への対応  

(３) 事業団の特性を活かした人

間ドック事業の展開  

〇 受診者ニーズへの対応とサービス・アメニティの向上  

◎ 人間ドックを活かした健康づくりの意識の向上  

〇 利用促進に向けた情報の発信・広報強化  

 
人間ドック健診施設機能評価基準取得を目指した業務

の改善  

(４) 事業団の特性を活かした職

域健診の充実  

◎ オプション検査の充実・健康経営への支援  

 障がい者が安心して受診できる健診体制づくり 

(５) データヘルス計画等 に基づく

保健指導の充実  

〇 特定保健指導の利用促進  

◎ 糖尿病重症化予防事業等の推進  

３  

健 康 ・地 域 医

療 に 関 す る 情

報 発 信 と 連

携・ネットワーク

の推進  

(１) 効果的な情報発信  

〇 無関心層や時間のない市民に向けた情報提供  

〇 広報媒体等の特性に応じた効果的な情報発信  

 ムサシ DAN くんを活用した広報  

〇 市・団体等と連携した広報・啓発の情報発信  

(２) 市及び関連機関との連携強

化  

〇 市医師会との連携強化・依頼検査による地域医療支援  

〇 
市歯科医師会・市薬剤師会との連携を強化した健康づく

りの啓発  

 市関連部署・関係団体事業との役割分担と効果的な事

業連携の推進  

(３) 地域医療に関する啓発  
〇 かかりつけ制度・地域医療に関する情報提供・啓発  

 市在宅医療・介護連携推進協議会と連携した啓発  

(４) 調査研究の充実  

 健診受診者の結果・傾向のデータ分析・活用  

〇 
一次・二次予防事業の実施機関としての利点を活かした

効果的な事業の調査研究  
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第 ４ 章  施策の展開 

 

地域とのつながりを活かした 
市民の主体的な健康づくり活動への支援 

 

 

施策の方向性（１）三本柱の新体制確立と健康づくり支援の更なる推進  

【現状と課題】 

市民の主体的な健康づくりを専門性と地域とのつながりを活かして支援するため、市

民の健康づくりを応援する三本柱「健康づくり推進員」、「健康づくり人材バンク」、「健

康づくりはつらつメンバー」による健康づくりを推進しています。  

健康づくり推進員は、地域の健康づくりの担い手として、地域と健康づくり支援セン

ターを結ぶ大きな役割を担っています。今後、さらに健康づくりを推進していく基盤を

強化していくためには、健康づくり推進員のマンパワーを確保し、育成・定着と活性化

していく必要があります。  

また、健康づくりを効果的に推進するためには、健康づくり人材バンクの専門性が要

であり、各プログラムに対応できる一定人数の人材の確保が必要とされます。  

平成 22（2010）年 4 月、武蔵野市の健康づくり支援センター事業が事業団に委託さ

れた際、「健康づくりはつらつメンバー」を「健康づくり情報発信協力パートナー制度」

の中に位置づけるとともに、新たに民間企業・店舗による情報発信を拡大しました。  

今後、市民の身近な健康づくり支援を更に推進していくためには、健康づくりはつら

つメンバー登録制度の活性化とともに、健康づくり情報発信協力パートナー店（民間）

との連携によるフレキシブルな事業を推進していく必要があります。また、「健康づく

り情報発信協力パートナー制度」と健康づくりの三本柱との位置づけ等についてもあら

ためて整理する必要があります。  

＜ 市民の健康づくりを応援する三本柱 ＞  

健康づくり推進員  

市民公募による 21 名の健康づくり推進員が、７名ずつで東、西、

中央地区を担当し、市民と支援センターとの懸け橋として健康づく

り情報の発信、地域ニーズの集約、健康づくり講座の企画運営等

により、「自分の健康は自分で守ろう！」を実践する市民を増やす

ための活動を地域とのつながりの中で行っています。 

健康づくり人材バンク 

保健師・管理栄養士・健康運動指導士等の健康づくりの専門的

知識を有する人材の登録制度です。健康づくり講座の講師等とし

てプログラムの作成実施等により、健康づくりを専門的に支援しま

す。 

健康づくりはつらつメンバー 

（健康づくり普及員） 

健康づくりはつらつメンバー（市民の登録制度）：自ら健康づくり

を実践する市民を応援する登録制度です。更に、ご家族や周りの

方にも広く伝えていただくことも目指しています。 

基本施策 

１ 



26 

 

【今後の方向性】  

〇 三本柱のうち「健康づくりはつらつメンバー」と地域団体を含む「健康づくり情報

発信協力パートナー」とを合わせた形で名称、括り方を整理し、三本柱を見直しま

す。 

健康づくりパートナー 

①健康づくりはつらつメンバー（市民の登録制度）：自ら健康づくりを実

践する市民を応援する登録制度です。更に、ご家族や周りの方にも広く

伝えていただくことも目指します。 

②健康づくり応援パートナー（旧名称：健康づくり情報発信協力パート

ナー）（事業者・団体等）：市民の身近な店舗等での、ポスター掲示・

チラシ配布等の情報発信、物品の協賛、健康講座のコラボなどにより、健

康づくりを推進します。 

〇 市民の健康づくりを応援する三本柱のマンパワー確保と活性化を図り、専門性と

地域とのつながりを活かした健康づくり活動の展開を軸に、市民の主体的な健康づ

くりの支援に更に力を入れて取組みます。  

〇 市民の健康づくりを応援する三本柱の、武蔵野市独自の取り組みとしての意義、

目的、方法等、あるべき姿を明確にするとともに、外部への周知を強化します。  

 

施策・事業  区分  主な取組内容  

健 康 づ く り 推 進 員 の 育

成・定着・マンパワーの確

保と活動の活性化  

拡充  

・推進員研修計画を策定し実施します。 

・推進員のマンパワー確保・定着について対策を検討・実施しま

す。（制度の充実、推進員同士の仲間づくり、地域コミュニティ

協議会からの推薦制度の検討等） 

健康づくり人材バンクの人

材確保と活用  
拡充  

【制度】健康づくり人材バンク登録制度  

・保健師・管理栄養士・歯科衛生士等を確保します。 

・各プログラムに対応できる新規登録者の一定人数を確保しま

す。 

・専門性やスキルを更に活かすための検討を行います。 

健康づくりはつらつメンバー

登録制度の活性化  
拡充  

【制度】はつらつメンバー登録制度  

・はつらつメンバー登録制度の周知及び登録を推進します。 

・制度の活性化と特典の更なる検討を行います。 

・評価及びニーズ調査のためのアンケートを再考します。 

健康づくり応援（情報発

信協力）パートナーと連

携したフレキシブルな事業

の推進  

新規  

【制度】パートナー制度、はつらつメンバー登録制度  

【事業】健康づくり共催事業  

・パートナー店舗の利用特典（健康づくりはつらつメンバー限定クー

ポン）付き広告掲載等、パートナーとの協力体制について検討・

実施します。 

・チラシ・ポスターの設置協力に加え、新たな企画及び事業を検

討・実施します。 

・効果的な共催事業を、新規及び継続実施し、健康づくり啓発

の拠点づくりを推進します。 
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施策の方向性（２）対象者層に合わせた健康づくりの支援と 

地域における健康づくりの推進 

【現状と課題】  

支援対象を全世代として、ライフステージやライフスタイルなどに応じたバラエティ

豊かなプログラムを提供しています。  

生活習慣病の予防効果の高い年代からの生活習慣改善への取組みについて、若い年代

から、壮年・中年期への健康づくりの支援にも力を入れていく必要があります。年齢だ

けに限らず、子育て期や働き盛りの世代等、生活スタイルも個人で異なることから、対

象者層に合わせた健康づくりの支援が必要とされています。  

また、超高齢社会に向かうなかで、生活の質の向上、健康寿命延伸に向けて健康の維

持増進、介護予防、ロコモティブシンドロームやフレイル等の予防・改善のための啓発・

取り組みも重要となっています。  

更に、健康日本 21 の目標に掲げられている「健康寿命の延伸、健康格差の縮小」や、

2025 年問題を鑑みても、健康づくりに関心の薄い層や、大切だと思いながら実践に至

っていない層へのアプローチを推進し、「自分の健康は自分で守ろう！」を実践する市

民を増やしていくことが重要です。  

そのために事業団ならではの役割として、健康づくり推進員や健康づくり人材バンク

とともに、専門性と地域とのつながりを活かした、地域の身近な健康づくりを更に推進

していく必要があります。  

 

【今後の方向性】  

〇 年齢を区切って実施したほうが効果のある事業については、ライフステージに応

じた健康づくりを支援するため、プログラムの内容や効果的なＰＲを工夫します。  

〇 健康づくりに関心の薄い層や、大切だと思いながら実践に至っていない層へのア

プローチを推進していくため、健康づくり推進員や健康づくり人材バンクとともに、

専門性と地域とのつながりを活かした、地域の身近な健康づくりを更に推進してい

きます。 

〇 子育て期や働きざかり世代等、対象者層の健康課題に合わせた効果的なプログラ

ム・事業を充実させていきます。  

〇 高齢期に健康で自立した生活を送るため、介護予防、ロコモティブシンドローム

及びフレイル予防・改善のための効果的なプログラム・事業を実施していきます。  

〇 地域団体との連携による共催事業の実施や、共催事業から自主運営への移行をコ

ミュニティ協議会以外の団体等にも広げ、身近な地域での健康づくり啓発の拠点づ

くりを進めます。  

〇 市民の身近な健康づくりを推進するため、支援センター主催事業を健康づくり推

進員とともに地域で展開していきます。  

 



28 

 

 

施策・事業  区分  主な取組内容  

生活習慣病予防効果が

高 い 年 代 層 ・ 子 育 て世

代への支援  

 

拡充 

・生活習慣病の罹患率は 40 歳以降に増加することから、特に若

い年代に対する働きかけ（事業実施・情報提供・ＰＲ等）に力

を入れていきます。 

・主催事業及び地域展開において、生活習慣病の発生率の上が

る前の、生活習慣病の予防効果の高い、若い世代の啓発支援

を更に充実させていきます。 

・託児付き、親子参加型、共催等での身近な場所での定期講

座実施など、子育て中でも参加しやすい講座の工夫を行い、若

い世代への働きかけに力を入れます。 

高 齢 期 の健 康 増 進 ・介

護予防の支援  
 

・加齢による筋力低下や低栄養を防ぐため、健康維持増進、介

護予防のための啓発・取り組みを工夫して実施します。 

・ロコモティブシンドロームやフレイル等の予防・改善のためのプログラ

ム・事業を実施します。 

・健康づくりのきっかけになる取り組みとともに、講座参加者等の健

康づくりの継続を支援する取り組みを検討実施します。 

共催事業から地域団体

等の自主運営化の移行

推進  

新規 

【事業】健康づくり応援パートナー連携事業  

・コミュニティ協議会との共催事業から自主運営に移行する団体を

増やし、市民の身近な地域での健康づくり啓発の拠点づくりを推

進します。 

・コミュニティ協議会以外の地域団体等との共催事業についても、

自主運営への移行を検討実施します。 

地域団 体等 との共 催事

業による地域の健康づくり

啓発拠点づくりの推進  

拡充 

【事業】健康づくり共催事業  

・コミュニティ協議会及び地域団体等（応援（情報発信協力）

パートナー等）との効果的な共催事業を、新規及び継続実施

し、健康づくり啓発の拠点づくりを推進します。 

地域への事業展開による

市民の身近な健康づくり

の推進  

拡充 

【事業】インボディ測定会、ウォーキング教室他  

・支援センター主催事業を健康づくり推進員の地域とのつながり

や、活動のノウハウを活かして地域で展開し、市民の身近な健康

づくりを更に推進します。 
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予防を重視した健康診査等による健康づくりの推進 
 

 

施策の方向性（１）疾病の早期発見と予防を目的とした健康づくり支援 

【現状と課題】  

事業団の特長である、一次予防と二次予防の連携による健康づくり支援について、健

康増進事業と健診事業との連携をさらに強化して、事業団の特長を活かしながら地域の

健康課題へ対応した事業を推進していく必要があります。  

「血圧科学セミナー」などの生活習慣改善教室について、講座参加者が少ないことか

ら周知や参加要件、講座内容等の見直し等、参加促進のための取り組みが必要です。  

 

 

【今後の方向性】  

〇 一次予防（健康増進）及び二次予防（健康診査）の両事業を実施している事業団な

らではの、予防を重視した健康づくりの支援と健康診査の連携を強化して推進する

ことについて検討し、市民の健康課題への対応を図ります。 

〇 一次予防及び二次予防の連携事業の展開について、市の関連部署や関係機関等と

連携して検討します。  

 

施策・事業  区分  主な取組内容  

健康づくり支援センター事

業（一次予防）と健診

事 業 （二 次 予 防 ）との

連携強化  

拡充 

・支援センター事業参加者や健診・検診受診者へ事業団で実施

している両事業に関する周知・情報提供を強化します。 

・一次・二次予防事業双方へ参加した者へのインセンティブ付与

による利用促進について検討します。 

・ニーズに応じて、高血圧症・骨粗しょう症・糖尿病等の生活習慣

病の予防を目的とした健康づくり講座を検討します。 

・健診結果等から生活習慣改善が必要な方に、生活習慣病の

予防・改善につながる講座の開催や情報提供等について検討し

ます。 

 

 

 

 

 

 

  

基本施策 

２ 
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施策の方向性（２）市と連携したがん検診の環境づくり 

【現状と課題】  

事業団では武蔵野市からの委託を受けてがん検診を実施しています。受診率向上を図

るため、平成 28（2016）年度から、平日に加え、土曜日にがん検診を実施し、平成 30

（2018）年度からは、土曜日以外でも同日に複数のがん検診を受診できるよう受診機会

を増やす取り組みを行っています。今後、さらに受診しやすい環境づくりを推進してい

く必要があります。  

がん検診による死亡率減少のために、精密検査が必要と判定された受診者に対して、

結果説明や精密検査への受診勧奨を行っています。  

精密検査が必要でも結果説明に来られない方もあり、受診勧奨の進め方、アプローチ

方法など工夫が必要です。 

がん検診の実施にあたっては、利用者が信頼し安心して受診できるよう、検診の精度

管理の徹底が求められます。  

がん検診を実施する機関や実施方法などについて市で検討が行われており、市と連携

して適切で柔軟ながん検診への対応が求められています。 

胃がん検診について、国の方針により、バリウムＸ線検査に加え、胃内視鏡による検

査方法が認められたことから、今後、新たな検査方法への対応について検討が必要です。 

 

 

【今後の方向性】  

〇 がん検診の受診率向上のため、市と連携してがん検診の有効性等を含めた啓発・

情報発信を行います。また、事業団において、受診者が検診を受けやすい環境づく

りや効率的な方法等についてさらに検討し、受診率向上に向けた取り組みに努めま

す。 

〇 がん検診の精度管理の維持向上を図るとともに、がん検診により精密検査が必要

と判定された受診者への事後フォローを強化します。  

〇 がん検診実施に関する市の方針を把握して、事業団として実施可能な対応策等に

ついて検討し取り組みます。 

〇 申し込みの受付けを含め、結果説明まで一括して受託する等、より効率的に事業

を実施する方法等について検討します。  
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施策の方向性（３）事業団の特性を活かした人間ドック事業の展開  

【現状と課題】  

人間ドック事業は、事業団発足時からの主力事業であり、市民の健康管理の一端を担

っています。平成 28（2016）年度から、人間ドックの予約を半年前から一年前に拡大

し、平成 29（2017）年度からは託児付きでの実施など、受診者サービスの向上に努め

ていますが、利用者アンケート等では、胃部検査に内視鏡を希望する声も寄せられてい

ます。 

市の補助事業である人間ドックは、平成 24（2012）年に補助金が見直され、受診者

の利用料金が上がって以降、受診者数が減少傾向となっています。  

人間ドックは現在、他の病院等においても行われており、公益法人が実施する事業と

して、また市の補助対象事業として、一次予防及び二次予防の双方を担う事業団の特性

を活かした人間ドック事業の展開が求められています。 

 

 

  

施策・事業  区分  主な取組内容  

受診率向上に向けた啓

発・取組み 
拡充  

・市と連携して、がん検診の有効性等検診の啓発・情報発信につい

て検討・実施します。 

・受診しやすい環境づくりに向けた取り組みを検討・実施します。 

精度管理の維持向上・

精密検査受診勧奨  
拡充  

・がん検診ガイドラインに沿った精度管理の維持・向上を図ります。 

・精密検査未受診者への受診勧奨・事後フォローの強化を行いま

す。 

検 診 体 制 ・ 検 査 方 法

等の変化への対応  
新規 

・市のがん検診体制に合わせた対応について検討・実施していきます。 

・市のがん検診検査方法に対応した検査の実施・機器の整備につい

て検討・実施していきます 
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【今後の方向性】  

〇 受診者ニーズを把握して受診者の視点に立ったサービス向上を図ります。  

〇 託児付きでの実施拡充等、普段利用しづらい受診者が利用しやすい環境づくりに

努めます。認知症や障がいがあっても、誰もが受診しやすい環境づくりに努めます。  

〇 健診施設に相応しいアメニティ及び利便性の向上に努めます。  

〇 人間ドックを通じて、健康への関心を高め、生活習慣の改善や健康管理等セルフ

ケア（自己管理）を支援するよう、事業団の特性を活かした一次予防事業と連携し

た人間ドックについて検討し、他の病院での人間ドックや他の健康診査との差別化

を図ります。  

〇 受診者の増加を図るため、健診の有効性や事業団での人間ドック受診のメリット

等、インセンティブを明確にしたＰＲの工夫と市と連携したＰＲ等について検討し

ます。 

〇 受診者が安心して健診を受けられるように、更なる業務改善を図ります。  

 

 

施策・事業  区分  主な取組内容  

受診者ニーズへの対応と

サービス・アメニティの向上  
拡充 

・受診者のニーズを把握し、サービスや利便性の向上に向けて検

討・実施します。 

【検討項目】 

申込・受付・料金・支払・検査項目・オプション検査・検査運

用・体制・託児・食事券・施設環境等  

人間ドックを活かした健康

づくりの意識の向上  
新規 

・受診者への健康づくり支援センター事業の紹介、健康講座の提

供等、健康意識の向上と生活習慣改善の具体的な取り組み

方に関する情報提供について検討します。 

・人間ドックの健診と健康増進事業とを連携させた特色のある事

業について検討します。 

利 用 促 進 に向 けた情 報

の発信・広報強化  
拡充  

・精度の高い人間ドックの特長や健康づくりに関する情報を得られ

るメリット等、インセンティブを明確にしたＰＲを検討・実施します。 

・健診事業と健康増進事業における相互のＰＲや市と連携した

ＰＲ等について検討・実施します。 

・ＰＲから申込みへつながる仕組み、メール予約等を検討します。 

人 間 ド ッ ク 健 診 施 設 機

能評価基準取得を目指

した業務の改善  

 
・日本人間ドック学会人間ドック健診施設機能評価を基準に業

務改善を図ります。 
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施策の方向性（４）事業団の特性を活かした職域健診の充実  

【現状と課題】  

職域健診は、主に地域内の事業所が事業主として実施する健康診査で、事業団の自主

事業の一つです。地域の健康を支える一翼を担っています。  

事業団の特長として、市内福祉施設の職員や利用者等、障がいをお持ちの方への健康

診査や健康相談・保健指導を実施しています。 

限られた健診枠のため、他の健診・検診等との実施時期や人数等との調整が課題です。 

近年、健康経営や職域健診におけるがん検診が注目されており、オプション検査項目

等、対応について今後検討が必要です。  

 

 

【今後の方向性】  

〇 職域健診におけるがん検診等の動向を注視し、オプション検査項目等について検

討します。 

〇 地域の事業者のニーズに合わせて、職域健診の実施枠の拡大を検討するとともに、

受診しやすい環境づくりを進めるため、事務改善を含めたサービスの向上に努めま

す。 

〇 健康経営を指向する事業者の健康づくりの取り組みを支援します。  

〇 障がいをお持ちの方の健康診査について、利用者が安心して受診できる環境づく

りや生活習慣改善に向けた支援をさらに進めていきます。 

 

 

施策・事業  区分  主な取組内容  

オプション検査の充実・健

康経営への支援  
新規  

・オプション検査項目・運用について検討します。 

・健康経営を指向する事業者のニーズに合った健康づくり支援を

検討・実施します。 

障がい者が安心して受診

できる体制づくり 
 

・障がいのある方でも安心して受診できる、利用者に寄り添った健

診を実施します。 

・障がいのある方に、個々の健診結果に応じて、わかりやすく実践に

つながるような個別指導を行います。 
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施策の方向性（５）データヘルス計画等に基づく保健指導の充実 

【現状と課題】  

武蔵野市国民健康保険データヘルス計画・第 3 期武蔵野市特定健康診査等実施計画に

基づき、市は国民健康保険の保険者として、被保険者の生活の質の維持・向上を図りな

がら医療費の伸びを抑制するため、特定健康診査・特定保健指導を実施しています。事

業団は、市からの委託を受けて、市国民健康保険被保険者のうち特定健康診査の結果デ

ータから生活習慣の改善が必要な方へ特定保健指導を行っています。  

上記計画の下、特定保健指導の利用者をさらに増やし、実施率を向上させることや、

糖尿病重症化予防のための保健指導の取組み等について求められています。  

 

 

【今後の方向性】  

〇 武蔵野市国民健康保険データヘルス計画・第 3 期武蔵野市特定健康診査等実施計

画と連携しながら、特定保健指導の利用促進、実施率の向上と糖尿病重症化予防事

業の保健指導について検討・実施していきます。  

 

施策・事業  区分  主な取組内容  

特定保健指導の利用促

進  
拡充 

・市国民健康保険被保険者を対象にした特定保健指導の利用

促進に向けた方策について検討・実施します。 

糖 尿 病 重 症 化 予 防 事

業等の推進  
新規  

・市国民健康保険被保険者を対象にした糖尿病重症化予防事

業に関する保健指導の取り組みについて検討・実施します。 
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健康・地域医療に関する情報発信と 
連携・ネットワークの推進 

 

 

施策の方向性（１）効果的な情報発信 

【現状と課題】  

事業団では、市民への情報発信として、ホームページやフェイスブックの運用に加え、

事業団広報誌の全戸配布やツイッター、メールマガジンの配信、健康づくり推進による

ＰＲ等、様々な方法で取り組んでいます。  

更に効果的な情報発信のためには、事業団ホームページの活用・リニューアルをはじ

め、発信する内容の充実と受け手に応じた効果的な提供方法が必要です。  

健康増進事業と健診事業の相互に連携した情報共有による取組みも有効です。 

事業団キャラクター「ムサシＤＡＮくん」が地域のイベントに参加し、事業団と健康

づくりをＰＲしていますが、更に効果的な活用が求められています。 

 

 

【今後の方向性】  

〇 健康づくりに対する関心が薄い層や、関心があっても取り組みに至っていない市

民へ、健康づくりに対する関心と取り組みのきっかけとなる情報を充実させ提供し

ます。 

〇 広報・情報誌の他、市報、ホームページ、SNS など、受け手に合わせ、様々な媒

体の特性を活かした情報発信により、情報を届きやすくします。  

〇 健康増進事業と健診事業の相互の情報共有を強化し、相互に連携したＰＲの効果

により情報発信力を高めます。健康づくり推進員によるＰＲを推進します。  

〇 広報・情報発信にムサシ DAN くんのキャラクターを更に活用していきます。  

〇 市関連部署や関係団体等と連携した健康づくりに関する情報発信・啓発の推進に

ついて検討・実施します。 

 

施策・事業  区分  主な取組内容  

無 関 心 層 や時 間 のない

市民に向けた情報提供  
拡充  

・健康づくりに対する関心を高め、取り組むきっかけとなるような情

報を充実させ提供します。 

広報媒体等の特性に応

じた効果的な情報発信  
拡充 

・インターネット、SNS、広報・情報誌、ＦＭ放送、ケーブル TV

等、各媒体の特性を受け手に合わせて効果的に使い分けます。 

・受け手に伝わりやすい効果的な情報発信のため、民間事業者の

活用についても検討します。 

・健康づくり推進員によるＰＲ活動を推進します。 

・健康増進・健診事業の相互に連携したＰＲを強化します。 

基本施策 

３ 
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施策・事業  区分  主な取組内容  

ムサシＤＡＮくんを活 用

した広報の検討  

 
・イメージキャラクターの効果的な活用方法について検討・実施しま

す。 

市・団体等と連携した広

報・啓発の情報発信  
拡充 

・市関連部署や関係団体等との連携による情報発信・啓発推進

について検討・実施します。 

 

 

 

施策の方向性（２）市及び関連機関との連携強化 

【現状と課題】  

武蔵野市の健康施策の一端を担う事業団は、地域住民への情報提供や普及啓発、各種

事業を展開するうえで、市や市関係団体との連携が不可欠です。 

医師会との連携による依頼検査事業は、検査件数の減少傾向が続いています。あらた

めて地域医療への支援のあり方について、ニーズの把握とその対応が必要とされていま

す。また、今後、健康・地域医療に関し、事業団に求められる役割を果たしていくため

には、武蔵野市医師会をはじめ、三師会との連携強化が求められます。  

地域の健康づくり支援を一層進め、広げていくためには、健康づくり推進員を中心に、

コミュニティ協議会をはじめ、地域の様々な団体との更なる連携が必要です。  

一方で、事業団が取り組む事業において、市や関係団体が行うものとの区分や役割分

担を明確にすることも、より効率的・効果的に実施するために必要です。  

 

 

【今後の方向性】  

〇 依頼検査をはじめ、市医師会との連携を強化して事業団として行える地域医療の

後方支援について検討します。  

〇 市歯科医師会・薬剤師会と学術講演会のほか、より連携を活かした取り組みにつ

いて検討します。  

〇 市や関係団体と役割を明確にしながら、連携協力してより効率的・効果的な事業

に取り組みます。 

 

施策・事業  区分  主な取組内容  

市 医 師 会 との連 携 強 化 ・

依頼検査による地域医療

支援  

拡充  
・依頼検査をはじめ、市医師会との連携強化、地域医療の後方

支援について検討します。 

市歯科医師会・市薬剤師

会 との 連 携 を 強 化 した健

康づくりの啓発  

拡充  
・市歯科医師会・市薬剤師会との連携による学術講演会その

他、健康づくり情報発信・啓発について検討・実施します。 
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施策・事業  区分  主な取組内容  

市関連部署・関係団体事

業との役割分担と効果的

な事業連携の推進  

 
・市や関係団体の同種事業について、実施目的・意義・役割分

担を明確化した事業区分・連携の推進について検討・実施しま

す。 

 

 

 

 

施策の方向性（３）地域医療に関する啓発 

【現状と課題】  

事業団は武蔵野市が推進する在宅医療・介護連携推進事業の取組みの一つである、在

宅医療と介護の連携に関する地域住民への情報提供、普及・啓発の一端を担っています。 

平成 26（2014）年「武蔵野市地域医療のあり方検討委員会」において、在宅医療の

推進に関し、事業団による情報の収集・集約・発信等の取り組みが求められています。 

誰もが住み慣れた地域で暮らし続けられるために、事業団が市民と医療機関、介護等

の民間事業者をつなぐ役割を果たし、啓発リーフレットによる情報提供をはじめ、今後、

さらに市の在宅医療・介護連携推進に関する情報について、市民への普及・啓発活動を

行っていく必要があります。  

 

【今後の方向性】  

〇 市、医師会をはじめとした関係機関・団体と連携・協力し、在宅医療等に関する情

報の収集・集約・発信を充実させ、かかりつけ医・歯科医、薬剤師（薬局）等、地

域医療に関する情報を市民にわかりやすく提供します。  

〇 市民への啓発にあたり、武蔵野市在宅医療・介護連携推進協議会と連携して取り

組みます。 

 

施策・事業  区分  主な取組内容  

かかりつけ制度・地域医

療 に 関 す る 情 報 提 供 ・

啓発  

拡充  
・かかりつけ医・歯科医、薬剤師（薬局）を持つことの大切さに

関する情報発信・啓発を行います。 

市在宅医療・介護連携

推 進 協 議 会 と連 携 した

啓発  

 
・市在宅医療・介護連携推進協議会との連携を軸にした地

域医療に関する市民啓発を進めます。 

 

 



38 

 

施策の方向性（４）調査研究の充実 

【現状と課題】 

健康づくりに関する調査研究は事業団の定款事業の一つであり、調査研究の結果を外

部へ情報提供することが事業団の果たす役割の一つでもあります。  

今後、一次予防及び二次予防事業を実施する機関として、健診事業や健康増進事業等

のデータ等に基づく調査研究を充実させ、生活習慣病の予防等、市民の健康管理に役立

つ情報を提供していくとともに、健康増進事業へ反映する必要があります。  

 

 

【今後の方向性】  

〇 人間ドック・職域健診その他の健診結果データや健康増進事業参加者の測定デー

タ等から生活習慣病予防、健康維持増進に活かすための調査研究及び情報提供、事

業への反映について検討します。  

 

施策・事業  区分  主な取組内容  

健 診 受 診 者 の結 果 ・傾

向のデータ分析・活用  

 
・健診受診者の健診結果データに基づく生活習慣病の予防

等、健康づくりに関する調査研究に関して検討・実施します。 

一 次 ・二 次 予 防 事 業 の

実施機関としての利点を

活かした効果的な事業の

調査研究  

拡充  

・一次・二次予防事業の実施機関としての利点を活かした効

果的な事業等の調査研究と事業への反映について検討しま

す。 

・健診後の生活習慣改善プログラムの整備について検討しま

す。 
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第 ５ 章  組織・経営計画 

   

事業団の収支は、主力事業の人間ドック及びがん検診の受診者数の減少傾向等により、

ここ数年赤字で推移しています。事業団の運営に関しては、平成 22（2010）年、武蔵野

市財政援助出資団体在り方検討委員会において、「収益の確保」、「補助の在り方」等の課題

について指摘を受けています。 

  事業団の職員構成については、医療等の専門職の比率が高く、職員数は小規模であり、

その人材確保並びに計画の目標達成に向けて更なる人材の育成が不可欠となっています。 

  今後 6 年間を見通し、持続可能な組織として、経営力の強化を図り、収支の改善と団体

としての自立性を高めていく必要があります。  

１ 健全な財務運営を目指します 

【現状と課題】  

〇 事業団の収入は、主に自主事業による収入（7,144 万円、25.2％、平成 29（2017）

年度実績、以下同じ）と、市からの受託事業による委託料収入（6,181 万円、21.8％）

及び補助金収入（1 億 4,968 万円、52.8％）により構成されており、補助金及び委託

料が全体の 4 分の３を占めています。 

〇 自主事業収入は、人間ドック及び職域健診の健診事業と市内医療機関からの依頼検

査などの検査事業による収入です。人間ドックは、近年受診者数の減少傾向による減

収が続いています。  

〇 受託事業であるがん検診では、複数の医療機関で検診が行われるようになった乳が

ん検診の受診者数減少等により、受託検診事業収入も減収となっています。 

〇 経常費用は、人件費（1 億 8,365 万円、62.7％、平成 29（2017）年度実績、以下

同じ）及び人件費を除く健診・検診事業費（7,915 万円、27.0％）、啓発普及事業費

（2,709 万円、9.2％）、管理運営費（234 万円、0.8％）等に分けられますが、人件

費の増等により、微増の状況です。 

〇 財務状況については、資金収支は均衡しているものの、検査機器の更新に係る減価

償却費を含めた経常収支では、平成 24（2012）年度以降、当期経常増減額がマイナ

スの状況が続いています。 

〇 自主事業及び受託事業における受診者数は、事業団の財務に影響を及ぼすことから、

今後、自主事業・受託事業ともに、取組みの工夫をより一層強化することで、受診者

及び収入を確保するとともに、経常費用の削減、適正な受益者負担の設定に努めるこ

となどにより、健全な財務運営に向け、段階的に収支を改善していく必要があります。 

〇 人間ドック事業は、市民の健康管理の一端を担っていますが、一方で他の病院等で

も実施されており、公益法人が実施する事業として、また、市の補助対象事業として、

一次予防及び二次予防の双方を担う事業団の特性を活かした事業展開が求められて

います。 
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（１）自主事業の新たな展開の検討と自主財源の確保 

【 今後の方向性・取組 】 

・人間ドック受診者の増加に向け、広報強化等により新規利用者を増やすとともに、

一度利用された方がリピーターにつながるよう受診者の満足度の高いサービス

の提供、安心して受診できる環境づくりに努めます。  

・人間ドックを通じて、生活習慣の改善や健康管理等セルフケア（自己管理）を支

援するよう、一次予防事業との連携を図った事業団の特性を活かした特色のある

人間ドック事業について検討し、他病院等の人間ドックとの差別化を図ります。 

・人間ドック利用者へのアンケートにおいて、胃内視鏡による検査を希望する方が

多いこと、胃がん検診の検査方法として国の指針で胃内視鏡による検査が認めら

れたことから、胃内視鏡検査の導入について検討していきます。  

・人間ドックにおけるオプション検査の項目追加や申し込み期限の見直し、利用料

金のセット割引、選べる食事券など、サービス向上に向けて検討するとともに、

レディースデイや託児付きドックの日を設けるなど、受診者層のニーズに合わせ

た利用しやすい環境整備について検討し、取り組みます。  

・市内民間事業所における健康づくりを支援するため、職域健診の周知に努めると

ともにオプション検査の実施や依頼検査について医療機関のニーズを把握し、検

査項目を充実させるなど、事業者や地域医療の支援に向けて検討していきます。 

・経常費用の削減に努めるとともに、各種健診・検診の受診料については、診療報

酬（保険点数）や近隣健診機関の料金設定、又は社会情勢などを考慮し、検査内

容・項目等を精査し、受診料の値上げを含め、設定料金の適正化を図ります。  

・利用者ニーズに合った事業を実施するためにも、料金設定および支出の見直し等

とともに付加サービスについて受益者負担を検討します。  
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（２）委託料・補助金の確保に向けた協議 

【 今後の方向性・取組 】 

・がん検診の受診率向上に向けて、市と連携しながら受診しやすい環境づくりや 

効率的な方法等について検討し、取り組みます。  

・がん検診など、申込受付から検診、結果発送・説明までを一括受託による効率的

な事業実施について検討し市へ提案していきます。  

・自主・受託事業による収入確保に努めるとともに、検査機器の減価償却費に係る

財源の確保について、機器の保有のあり方を含め、市と協議を行っていきます。 

・医師の確保について、今後さらに困難さが見込まれるため、医師の処遇改善につ

いて検討するとともに、財源確保について市と協議を行っていきます。 

 

 

 

 

２ 計画的な検査機器の整備更新を図ります 

【現状と課題】  

〇 事業団では、がん検診や人間ドックのほか、職域健診、地域医療機関からの依頼検査

等の各種検査に用いる検査機器を保有しています。  

〇 保有する検査機器のうち、取得価格が 1 台あたり 1 千万円以上の高額機器は、ヘリ

カルＣＴ、胃部エックス線バリウム検査機器、胸部エックス線検査機器、乳房エック

ス線検査機器で合計 1 億 636 万円、全体（有形固定資産定額償却分）の取得価格、1

億 5,231 万円（平成 29（2017）年度末現在）の約 7 割を占めています。  

〇 各種検査機器の更新は、検査機器や検査方法等の進展に応じた機器の整備や、機器

の品質、有効性及び安全性の確保等のために不可欠であり、原則 10 年で機器の更新

を行っています。  

〇 検査機器の更新は、毎年見直し作成する更新計画に基づき行うとともに、必要な減

価償却費の積立を行っています。  

〇 財務状況により、近年減価償却積立額が必要額に対し不足しており、収支改善が課

題となっています。 

〇 胃がん検診において内視鏡による検査が認められたこともあり、新たな検査機器導

入に関する課題について検討する必要があります。  

〇保健センター改修工事が検討されていることから、改修工事の実施時期を踏まえて、

更新計画を調整する必要があります。  
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【 今後の方向性・取組 】 

・事業団の保有する検査機器は、市や地域医療機関と連携しながら市民の健康を守

るとともに地域医療を支援する役割を果たしていくうえで、必要不可欠なもので

す。 

・今後も市や医師会と連携しながら、事業団で実施する各種健診・検診事業におい

て将来の事業展開を見据えた必要な検査機器の計画的な整備更新を行います。機

器の保有のあり方については、引き続き市と協議を行い、適切な整備更新を図っ

ていきます。  

・事業団を取り巻く厳しい財務状況の中で、今後さらに財務の改善に注力する必要

があり、検査機器の更新にあたっては、機器の稼働率や検査のニーズ、検査方法

等の進展等の状況を踏まえ、保有する機器や台数を見直していきます。 

・人間ドック利用者から要望の多い新たな検査機器について、市民、市、医師会等

の全体のニーズを把握し、導入の可能性を市と協議します。  

・保健センター改修工事の実施時期も考慮しながら、上記による必要な検査機器の

更新・整備計画の作成と見直しを進めます。 
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３ 人材の確保・育成と働きがいのある職場づくりを進めます 

【現状と課題】  

〇 事業団は、業務の性質上、医師などの高度専門職を含め、専門職の比率が高く、また、

少人数による構成のため、質の高いサービスを提供していくためには、常に人材を確

保している必要があります。  

〇 事業団の安定した運営や目標達成には、人材の育成が不可欠です。 

〇 事業団では、職員の能力・資質向上、知識・技術の習得のため、一般研修、専門研修、

階層研修（昇格時研修）等の研修を実施しています。  

〇 市主催の各種研修・委員会へも参加し、必要な情報・知識等の収集に努めています。 

〇 組織横断的なプロジェクトチームを設置し、職員参加による課題討論、意見交換を

通じて、解決策の検討、人材育成を図っていますが、成果の共有・活用が課題です。 

〇 一次・二次予防事業の連携等、事業を円滑かつ効果的に実施していくために、事業団

内でさらに職員間の連携が必要です。 

〇 計画の目標達成に向けて、職員の能力を伸ばし資質を向上させるとともに、組織の

活性化に向けた計画的な人材育成の方針が必要です。  

 

 

（１）人材の確保・育成指針の作成とプロジェクトチームの有効な活用 

【 今後の方向性・取組 】 

・高度専門職の医師の確保にあたっては、医師会や地域医療機関との連携により 

円滑な人材確保を図ります。  

・事業団の計画目標を達成し、理念を実現していくために求められる人材像につい

て検討します。  

・計画を実現していくために必要となる適切な職員体制、マンパワーの確保を図り

ます。 

・目指すべき人材像に向けて人材を育成していくための必要なステップや研修体系、

それらを可能にする職場環境等を整理・共有した人材育成指針の作成に取り組み

ます。 

・業務の改善、組織の課題解決及び職員の意識・モチベーションの向上のため、組

織を横断したプロジェクトチームを編成し、課題認識の共有化と解決策の検討を

通じて、人材の育成を図ります。  

・プロジェクトチームの活動を、職員間のコミュニケーションづくりと働きがいの

ある職場づくりに活かすとともに、成果を共有します。  
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（２）事業団内外との交流促進 

【 今後の方向性・取組 】 

・健康増進を担当する一次予防部門と健（検）診を担当する二次予防部門とが更に

連携して計画の目標を達成していくため、両部門の事業連携を強化するための仕

組みを検討します。  

・事業団はその組織構成上、部署間の異動が少なく共有できる情報も限られるため、

職員の資質向上の観点から市や関係団体と人事交流を行うことでネットワーク

を広げ、連携を深めていきます。  

・様々な健康分野に関連する会議等に参加することで、市や関連する団体の動向や

方針などの情報を交換・共有し、視野を広げるとともに、今後の事業団の取組み・

施策に反映させていきます。  

 

 

（３）各種研修への参加 

【 今後の方向性・取組 】 

・職員それぞれが、自分の専門知識をブラッシュアップし、その知識を活かしたサ

ービスの提供ができるように能力の向上を目指します。  

・専門職として、また公益的サービスを担う団体職員として、必要な資質の向上を

目指します。  

・各種専門資格認定者を増やします。医療専門職の他の医療機関への派遣研修も検

討します。 

・外部機関による専門研修への参加を更に奨励するほか、リーダー研修、マネジメ

ント研修など、職階に応じた人材育成研修への参加を奨励します。  

・安心安全に配慮した事業実施のために、健康づくり推進員を含め上級救命講習及

び認知症サポータ―養成講座を全員必須とします。  
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４ 危機管理体制の構築を図ります 

【現状と課題】  

〇 事業団内には、日ごろから多くの市民が来所しており、災害時等の緊急対応マニュ

アルや各種非常事態に備えた BCP（事業継続計画）の整備が必要です。特に災害発生

時においては利用者の安全を第一に考えた対応を強化する必要があります。  

〇 個人情報の取り扱いは事業団に対する社会的信用に大きく影響を及ぼします。また、

特にセンシティブな情報を扱う機会も多いことから、個人情報保護方針を遵守すると

ともに、適切な情報保護管理体制の構築を図り、リスクマネジメントを行う必要があ

ります。 

〇 内外問わず信頼を獲得し団体として社会的な責任を果たしていくためには、法令を

遵守するコンプライアンスの強化が必要です。 

 

【 今後の方向性・取組 】 

・災害発生時の初動対応方針について市健康課と協議のうえ策定します。また、災

害発生時に必要な資機材の確保を行い、定期的に訓練を行います。  

・武蔵野市地域防災計画では、大規模災害発生時、保健センターは歯科医療の救護

拠点となることや「災害薬事センター」が設置されることが予定されていますが、

このような事態における事業団の役割についても市健康課と協議し、対応マニュ

アルを作成します。 

・自然災害以外にも様々な危機を想定したＢＣＰ（事業継承計画）を策定します。 

・個人情報保護と情報セキュリティ強化のため、第三者機関による認証「プライバ

シーマーク」等の取得について検討します。 

・コンプライアンスの強化に取り組みます。 
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５ 保健センター改修工事への適切な対応を図ります 

【現状と課題】  

○  今後、武蔵野市で予定されている保健センター改修工事は、事業団の事業運営や本

計画の目標実現に大きな影響を及ぼすことが予想されます。 

○  工事期間中、代替施設の確保ができない場合、特に健診・検診業務は、その間、事業

継続が困難となり、市民の健康を守る上で大きな影響を及ぼす可能性が生じます。  

○  事業を継続するためには検査機器が必要ですが、法令による施設構造基準を満たす

必要があり、代替施設の確保に課題があります。代替施設へ検査機器を移送する上

で、機器の保全上のリスクやコスト等の課題があります。  

○  保健センター改修工事にあたっては、工事期間中に事業団が行うべき事業内容、代

替施設の確保、利用者への周知、実施体制、運営に関する検討とともに、改修工事後

の施設や検査機器の維持・向上などに向けた要望を含め、諸課題を整理し、市や医師

会等の関係団体との協議を踏まえ、対応方針を早急に決定する必要があります。  

 

【 今後の方向性・取組 】 

・改修工事を、事業団の計画実現に向けた更なる事業環境整備の向上のための契機

ととらえ、改修後の保健センターにおける事業団運営、機能向上について、市や

医師会等関係団体との協議を行います。  

・市との協議のもと、工事期間中の市受託事業及び自主事業の対応、代替施設の確

保、職員体制、利用者への周知方法その他必要事項を検討し、保健センター改修

に向けた対応計画を作成します。 

・改修にあたっては、現在の施設機能の維持を基本としつつも、新たな検査機器の

整備・更新が効果的な場合は、市へ要望を挙げていきます。  
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第 ６ 章  計画の推進 

 

１ 計画の推進のために 

（１）ニーズの把握と反映 

  各種事業やサービスを効果的に実行するため、事業内容や提供方法などについて、市や

医師会、関係する団体、利用者の意見やニーズの把握と反映に努めます。そのため、必要

に応じてアンケート調査等を行います。  

 

（２）各部署・各種団体との連携 

 事業団内の各部署間の綿密な情報交換と連携により、各施策の効率的かつ効果的な推

進を図ります。  

  武蔵野市財政援助出資団体在り方検討委員会から指摘を受けている市の他の財政援助

団体や市健康課との役割分担については、市や市担当課、団体とが相互に調整すべき課題

です。必要に応じてそれぞれ団体の役割を整理調整しながら、適切な連携と役割分担のも

とに効果的な事業を推進していきます。 

  

（３）事業団の持続可能性の向上 

  今後見込まれる、高齢者の増加や認知症患者の増加の中でも適切に対応し、必要な人が

必要なサービスを安定的に利用してもらえるよう、人材や財源、必要な資機材の確保な

ど、財団の持続可能性の維持と向上に努めます。  

 

（４）市との連携 

  事業団の行う施策は、市の制度に基づき運営されているものが少なくありません。市の

健康課題・施策に関する動向を注視しつつ、密接な連携を図りながら、事業団の施策の推

進に努めます。また、利用者や地域の声を踏まえ、ニーズに合った、公益性の高いサービ

スを提供するため、市に対し必要な要望を行うとともに、財政上の措置を要請し協議して

いきます。 
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２ 計画の点検と評価 

  計画策定後は「ＰＤＣＡ」のサイクルにより、各種施策の進捗状況を点検、評価し、そ

の結果に基づいて改善していきます。 

  事業団においては、各年度の目標は、毎年度作成する事業計画・実行計画において示し、

毎月実施する進行管理会議において、計画の進捗状況を確認し、確実に実行できるよう管

理を行います。  

  また、毎年度、計画の進捗状況を理事会、評議員会へ報告します。  
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健康づくり事業団  

ＰLAN 

計画立案  
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第 ７ 章  資 料 編 

 

１ 策定経過 

開催日 会議名等 協議内容  

平成 30（2018）年

８月 29 日  

第 1 回  

理 事 長 ・ 策 定 会

議 ・ワーキング打 合

せ会  

１）第一期中期計画の振り返り等  

・第一期中期計画の目指す基本的な考え方  

・第一期中期計画の取り組み状況の確認、課題抽出・

論点整理  

・次期計画期間中に対応が必要な新たな課題の抽出・

論点整理  

２）健康づくり事業団を取り巻く状況  

・事業団を取り巻く事業環境等についての確認  

３）第二期中期計画の策定に向けて 

・事業団の目指すべき方向性について 

４）策定に向けたスケジュールの確認等  

10 月２日  

第 2 回  

理 事 長 ・ 策 定 会

議 ・ワーキング打 合

せ会  

１）事業団の目指す方向性、基本目標等の検討  

２）目標を達成していくための対応策の検討  

10 月 25 日  

第 3 回  

理 事 長 ・ 策 定 会

議 ・ワーキング打 合

せ会  

１）武蔵野市健康推進計画・食育推進計画と健康づくり

事業団について 

２）第二期中期計画の目次・体系図案・骨子案・「基本

視点」・「基本施策」 

３）「施策の展開」に掲載する個別事業及び自主事業の

あり方について 

11 月 26 日  

第 4 回  

理 事 長 ・ 策 定 会

議 ・ワーキング打 合

せ会  

１）事業計画骨子案・基本視点・基本施策・施策の方向

性・個別施策事業  

２）経営・組織計画  概要  

３）計画策定スケジュール等  

12 月 26 日  

第 5 回  

理 事 長 ・ 策 定 会

議 ・ワーキング打 合

せ会  

１）第二期中期計画素案について 

平成 31（2019）年

１月 28 日  

第 6 回  

理 事 長 ・ 策 定 会

議 ・ワーキング打 合

せ会  

１）第二期中期計画素案について 

武蔵野市健康福祉部、武蔵野市医師会・歯科医師会・薬剤師会・健康づくり推進員からの意見募集

（２月 21 日～３月７日） 

2 月 25 日  

第 7 回  

理 事 長 ・ 策 定 会

議 ・ワーキング打 合

せ会  

１）第二期中期計画素案について 

3 月 20 日  理事会  １）第二期中期計画について 
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２ 人間ドック受診者アンケート調査結果 

（１）調査概要  

調査目的 
人間ドック受診者の意見・要望を把握し、今後の人間ドックのサービ

ス向上につなげるために実施した。  

調査期間 平成 29 年 6 月～平成 30 年 5 月 

調査対象 期間中の事業団人間ドック受診者  1,407 人 

調査方法 人間ドック受診の際にアンケート票を直接配布、回収 

回収状況 回収件数 944 人（回収率 67.1％） 

   

（２）調査結果概要  

   ※構成比（％）は無回答を除く集計結果 
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３ 人間ドック勧奨者アンケート調査結果 

（１）調査概要  

調査目的 

過去に事業団の人間ドックを受診したことのある人で、その後の利用

のない人の意見・要望を把握し、今後の人間ドックのサービス向上の

ための検討資料とするために実施した。  

調査期間 平成 28 年 11 月 14 日～平成 28 年 11 月 30 日 

調査対象 
平成 2５年４月から平成 2６年３月までの間、事業団の人間ドックを

受診した後、利用の無い方  333 人 

調査方法 郵送でアンケート票を配布、回収  

回収状況 回収件数 89 人（回収率 26.7％） 

 

（２）調査結果概要  

 

 

 

 

  

その他の主な内容

特定健診を受けている

市の検診を利用

会社の健診を利用

胃内視鏡検査がない

小さい子の預け先がない

その他

5

11 10

21

32

8

0

10

20

30

40

３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代 ８０代以上

年齢
(人)

(ｎ=87)

男性

43%女性

54%

無回答

3%

性別

(ｎ=87)

１回

25%

２回

20%３回

13%

４回以上

39%

無回答

3%

事業団の人間ドックの利用回数

(ｎ=87)

他施設で受診

している
26%

現在治療

中のため
13%

曜日が

合わない
7%

利用料金

14%

その他

38%

無回答

2%

利用しなくなった理由事業団の人間ドックを利用しなくなった理由

(ｎ=87)

その他の主な内容

特定健診を受けている

市の検診を利用

会社の健診を利用

胃内視鏡検査がない

小さい子の預け先がない

その他



53 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10

11

13

12

5

13

12

40

0 10 20 30 40 50

月曜日

火曜日

水曜日

木曜日

金曜日

土曜日

日曜日

特になし

受診の際、利用したい曜日
(人)

(ｎ=74)

62

59

35

25

12

12

2

6

0 20 40 60 80

検査項目

利用料金

施設と設備

場所・交通アクセス

受診できる曜日

スタッフの対応

知人からの情報

その他

受診の際、基準にすること
(人)

(ｎ=82)

※無回答を除く集計  ※無回答を除く集計  



54 

 

４ 公益財団法人武蔵野健康づくり事業団定款 

第１章 総則 

（名称） 

第１条 この法人は、公益財団法人武蔵野健康づくり事業団と称する。 

（事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を東京都武蔵野市に置く。 

第２章 目的及び事業 

（目的） 

第３条 この法人は、地域住民の生涯にわたる主体的な健康づくりを専門的に支援し、健康観の向上を

図ることによって、健康寿命の延伸と健康なまちづくりに寄与することを目的とする。 

（事業） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 一次予防（生活習慣の改善により疾病そのものを予防）及び二次予防（疾病の予防・早期発見）

の連携による健康増進事業 

(2) 武蔵野市から受託する各種検診・健診に関する事業 

(3) 地域医療機関との連携による各種検査事業 

(4) 地域内事業所及び地域住民に対する健康管理に関する事業 

(5) 地域との連携を主体とした健康づくり意識の普及・啓発に関する事業 

(6) 健康づくりに関する調査研究 

(7) 健康づくり情報発信に関する事業 

(8) その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

２ 前項の事業は、東京都において行うものとする。 

第３章 財産及び会計 

（基本財産） 

第５条 この法人の基本財産は、前条に規定する事業を行うために不可欠なものであって、評議員会で

決議した財産をもって構成する。 

２ 基本財産は、この法人の目的を達成するために善良な管理者の注意をもって管理しなければなら

ず、基本財産の一部を処分しようとするとき及び基本財産から除外しようとするときは、あらかじめ

理事会及び評議員会の承認を要する。 

（財産の管理） 

第６条 この法人の基本財産以外の財産の管理及び運用は、理事長が行うものとし、その方法は理事会

の決議により別に定める。 

２ この法人が保有する株式（出資）について、その株式（出資）に係る議決権を行使する場合には、

あらかじめ理事会において理事総数（現在数）の３分の２以上の承認を受けなければならない。 

（事業年度） 

第７条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月31日に終わる。 

（事業計画及び収支予算） 

第８条 この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類について

は、毎事業年度開始の前日までに理事長が作成し、理事会の決議を経て、評議員会の承認を受けなけ

ればならない。これを変更する場合も、同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの問備え置き、一般の閲覧

に供するものとする。 

（事業報告及び決算） 

第９条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の書類を作成し、監

事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 

(1) 事業報告 

(2) 事業報告の附属明細書 

(3) 貸借対照表 

(4) 損益計算書（正味財産増減計算書） 
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(5) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産計算書）の附属明細書 

(6) 財産目録 

(7) キャッシュフロー計算書 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号、第６号及び第７号の書類については、

定時評議員会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、その他の書類については承認を

受けなければならない。 

３ 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に供するとともに、

定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

(1) 監査報告 

(2) 理事及び監事並びに評議員の名簿 

(3) 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

(4) 運営組織及び事業活動の状況の概要並びにこれらに関する数値のうち重要なものを記載した書

類 

（公益目的取得財産残額の算定） 

第10条 理事長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第48条の規定に基

づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公益目的取得財産残額を算定し、前条第３項第４号

の書類に記載するものとする。 

第４章 評議員 

（評議員） 

第11条 この法人に評議員４名以上８名以内を置く。 

２ 評議員のうち、１名を評議員会会長とする。 

（選任及び解任の方法） 

第12条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第179条から第195条

の規定に従い、評議員会において行う。 

２ 評議員を選任する場合には、次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。 

(1) 各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の総数の３分の１を超えな

いものであること。 

イ 当該評議員及びその配偶者又は３親等内の親族 

ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

ハ 当該評議員の使用人 

ニ ロ又はハに掲げる者以外であって、当該評議員から受ける金銭その他の財産によって生計を維

持している者 

ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 

ヘ ロからニまでに掲げる者の３親等内の親族であって、これらの者と生計を一にする者 

(2) 他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の合計数が評議員の総数

の３分の１を超えないものであること。 

イ 理事 

ロ 使用人 

ハ 当該地の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるもの

にあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員である者 

ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除く。）である

者 

① 国の機関 

② 地方公共団体 

③ 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人 

④ 国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条３項に規定する大学共同利用

機関法人 

⑤ 地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人 

⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、総務省設置

法第4条第15号の規定の適用を受けるものをいう。）又は認可法人（特別の法律により設立され、

かつ、その設立に関して行政官庁の認可を要する法人をいう。） 
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(3) 評議員のうちには、理事のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係のある者の合計数、又は

評議員いずれか１人及びその親族その他特殊の関係がある者の合計数が、評議員総数（現在数）の

３分の１を超えて含まれることになってはならない。また、評議員には、監事及びその親族その他

特殊の関係がある者が含まれてはならない。 

３ 評議員会会長は、評議員会において選定する。 

４ 評議員会は、前条で定める評議員の定数を欠くことになるときに備えて、補欠の評議員を選任する

ことができる。 

５ 前項の場合には、評議員会は、次の事項も併せて決定しなければならない。 

(1) 当該候補者が補欠の評議員である旨 

(2) 当該候補者を１人又は２人以上の特定の評議員の補欠の評議員として選任するときは、その旨及

び当該特定の評議員の氏名 

(3) 同一の評議員（２人以上の評議員の補欠として選任した場合にあっては、当該２人以上の評議員）

につき２人以上の補欠の評議員を選任するときは、当該補欠の評議員相互間の優先順位 

６ 第４項の補欠の評議員の選任に係る決議は、当該決議後４年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時評議員会の終結の時まで、その効力を有する。 

（任期） 

第13条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時評議員

会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議員の任期

の満了する時までとする。 

３ 評議員は、第11条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任した後も、

新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。 

（評議員の報酬等） 

第14条 評議員に対して、各年度の総額が50万円を超えない範囲で、評議員会において別に定める報酬

等の支給の基準に従って算定した額を、報酬として支給することができる。 

第５章 評議員会 

（構成） 

第15条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 

（権限） 

第16条 評議員会は、次の事項について決議する。 

(1) 理事及び監事の選任又は解任 

(2) 理事及び監事の報酬等の額 

(3) 評議員に対する報酬等の支給の基準 

(4) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の承認 

(5) 定款の変更 

(6) 残余財産の処分 

(7) 基本財産の処分又は除外の承認 

(8) その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

（開催） 

第17条 評議員会は、定時評議員会として毎事業年度終了後３箇月以内に１回開催するほか、必要があ

る場合に開催する。 

（招集） 

第18条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事長が招集する。 

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議員会の招集を

請求することができる。 

（議長） 

第19条 評議員会の議長は、評議員会会長がこれに当たる。 

（決議） 

第20条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の過半数が出

席し、その過半数をもって行う。 
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２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員

の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

(1) 監事の解任 

(2) 評議員に対する報酬等の支給の基準 

(3) 定款の変更 

(4) 基本財産の処分又は除外の承認 

(5) その他法令で定められた事項 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決議を行わなけれ

ばならない。理事又は監事の候補者の合計数が第22条に定める定数を上回る場合には、過半数の賛成

を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする。 

（議事録） 

第21条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 前項の議事録には、議長及び会議に出席した評議員のうちから選定された議事録署名人２名以上

が、これに記名押印する。 

第６章 役員等 

（役員の設置） 

第22条 この法人に、次の役員を置く。 

（1） 理事３名以上８名以内 

（2） 監事２名以内 

２ 理事のうち１名を理事長とする。 

３ 理事長以外の理事のうち、１名を副理事長、１名を常務理事とすることができる。 

４ 第２項の理事長及び前項の副理事長をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の代

表理事とし、前項の常務理事をもって同法第197条において準用する同法第91条第１項第２号の業務

執行理事とする。 

（役員の選任） 

第23条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 理事長、副理事長及び常務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

３ この法人の理事のうちには、理事のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係がある者の合計

数が、理事総数（現在数）の３分の１を超えて含まれることになってはならない。監事についても同

様とする。 

４ 他の同一の団体（公益法人を除く。）の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密接な

関係にある者である理事の合計数は、理事総数（現在数）の３分の１を超えて含まれることになって

はならない。監事についても同様とする。 

５ この法人の監事には、この法人の理事（親族その他特殊の関係にある者を含む。）及び評議員（親

族その他特殊の関係にある者を含む。）並びにこの法人の使用人が含まれてはならない。また、各監

事は、相互に親族その他特殊の関係があってはならない。 

（理事の職務及び権限） 

第24条 理事は理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行する。 

２ 理事長及び副理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務を

執行し、常務理事は、理事会において別に定めるところにより、この法人の業務を執行する。 

３ 理事長、副理事長及び常務理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上自己の職務の執行

の状況を理事会に報告しなければならない。 

（監事の職務及び権限） 

第25条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成する。 

２ 監事は、いつでも理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び財産の状況の調

査をすることができる。 

（役員の任期） 

第26条 理事及び監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 
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３ 理事及び監事は、第22条で定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任した

後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務を有する。 

（役員の解任） 

第27条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任することがで

きる。 

(1) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

(2) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

（役員の報酬等） 

第28条 理事及び監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議員会において別に

定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等として支給することができる。 

（責任の一部免除又は限定） 

第29条 この法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第198条において準用する同法第111

条第１項の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、理事会の決議によって、賠償

責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た金額を限度として、免除することができる。 

２ この法人は、外部役員等（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第198条において準用する

同法第115条第1項の外部役員等をいう。）との間で、前項の賠償責任について、法令に定める要件に

該当する場合には、賠償責任を限定する契約を理事会の決議によって締結することができる。ただ

し、その契約に基づく賠償責任の限度額は、金５万円以上でこの法人が予め定めた額と法令の定める

最低責任限度額とのいずれか高い額とする。 

第7章 理事会 

（構成） 

第30条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

（権限） 

第31条 理事会は、次の職務を行う。 

(1) この法人の業務執行の決定 

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 理事長、副理事長及び常務理事の選定及び解職 

（種類及び開催） 

第32条 理事会は、定時理事会及び臨時理事会の２種類とする。 

２ 定時理事会は、毎事業年度２回以上開催する。 

３ 臨時理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催することができる。 

(1) 理事長が必要と認めたとき。 

(2) 理事長以外の理事から理事長に対し、理事会の目的である事項を記載した書面をもって理事会の

招集の請求があったとき。 

(3) 前号の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理事会の日と

する理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした理事が招集したとき。 

(4) 監事が必要と認めて理事長に対し、理事会の招集の請求があったとき。 

(5) 前号の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理事会の日と

する理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした監事が招集したとき。 

（招集） 

第33条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 

（議長） 

第34条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

（決議） 

第35条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出席し、そ

の過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第197条において準用する

同法第96条の要件を満たしたときは、理事会の決議があったものとみなす。 

（議事録） 

第36条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 
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２ 出席した理事長及び監事は、前項の議事録に記名押印する。 

第８章 定款の変更及び解散 

（定款の変更） 

第37条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。 

２ 前項の規定は、この定款の第３条、第４条及び第12条についても適用する。 

（解散） 

第38条 この法人は、基本財産の滅失によるこの法人の目的である事業の成功の不能その他法令で定

められた事由によって解散する。 

（公益認定の取消し等に伴う贈与） 

第39条 この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法人が消滅する場合（その

権利義務を継承する法人が公益法人であるときを除く。）には、評議員会の決議を経て、公益目的取

得財産残額に相当する額の財産を当該公益認定の取消しの日又は当該合併の日から１箇月以内に、

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第17号に掲げる法人又は国若しくは地

方公共団体に贈与するものとする。 

（残余財産の帰属） 

第40条 この法人が清算する場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経て、国若しくは地方

公共団体又は公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第17号に掲げる法人であ

って租税特別措置法第40条第１項に規定する公益法人等に該当する法人に贈与するものとする。 

第９章 公告の方法 

（公告の方法） 

第41条 この法人の公告は、電子公告により行う。 

２ 事故その他やむを得ない事由によって前項の電子公告をすることができない場合は、官報に掲載

する方法による。 

第10章 事務局 

（事務局） 

第42条 この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 

２ 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。 

３ 事務局長は、理事長が理事会の承認を得て任免する。 

４ 前項以外の職員は、理事長が任免する。 

５ 事務局の組織及び運営に関して必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 

第11章 情報公開及び個人情報の保護 

（情報公開） 

第43条 この法人は、公正で開かれた活動を推進するために、活動状況、運営内容及び財務資料等を公

開するものとする。 

２ 情報公開に関する必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 

（個人情報保護） 

第44条 この法人は、業務上知りえた個人情報の保護に万全を期するものとする。 

２ 個人情報の保護に関する必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 

第12章 補則 

（委任） 

第45条 この定款に定めるもののほか、この法人の運営に必要な事項は、理事会の決議により別に定め

る。 

付 則 

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第106条第１項に定める公益法人

の設立の登記の日から施行する。（以下略） 
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５ 公益財団法人武蔵野健康づくり事業団の経緯 

昭和 62 年 10 月 財団法人武蔵野健康開発事業団設立 

11 月 総合健康診査(人間ドック)開始 

昭和 63 年１月 肺がん検診(受託)開始 

１月 地域医療に関する調査研究実施 

２月 胃がん検診(受託)開始 

４月 (社)武蔵野市医師会と高度医療機器利用に関する協定締結 

５月 乳がん精密検診(受託)開始 

12 月 健康増進事業参加者に対する健康度測定開始 

12 月 若年層胸部検診(受託)開始 

平成２年２月 市民健康づくり計画に関する調査 

平成３年９月 集団予防接種漏れ者救済事業(受託)開始 

平成４年３月 武蔵野市民健康管理システム検討委員会設置 

12 月 市民健康管理システム一元化調査研究 

平成６年３月 保健事業システム開発検討委員会設置 

平成７年２月 健康講座開設 

２月 市民の健康に関する意識調査 

４月 地域医療連携室、武蔵野市地域医療連携運営協議会設置 

４月 老・成人健康診査管理事務(受託)開始 

平成７年５月 武蔵野市骨粗しょう症予防検討委員会設置 

平成７年９月 ＦＭ放送 健康ひとくちアドバイス開始 

９月 人間ドック利用者１万人達成セレモニー実施 

平成８年５月 武蔵野市骨粗しょう症予防健診事業推進委員会設置 

６月 骨粗しょう症予防健診(受託)開始 

12 月 汎用超音波診断装置寄付受領(横河電機㈱) 

平成９年４月 産婦健診及び３歳児健診(検査受託)開始 

12 月 市立保健センター・武蔵野健康開発事業団設立 10 周年記念式典開催 

平成 12 年４月 ＦＭ放送 むさしの健康もぎたて情報開始 

８月 Ｘ線コンピュータ断層撮影装置(ヘリカルＣＴ)導入 

平成 13 年１月 最新医療情報に沿った調査研究 

３月 事業団ホームページ開設 

６月 市民健康づくり調査検討委員会設置 

10 月 
NPO 法人日本乳がん検診精度管理中央機構マンモグラフィ検診施設画像 

認定取得 

平成 14 年３月 市民の健康に関する意識調査 

４月 人間ドック基本項目追加(４項目)･オプション検査(６項目)開始 

５月 事業所職員を対象としたメンタルヘルス相談 

平成 15 年４月 人間ドックオプション検査項目追加(１項目) 

平成 16 年３月 診断書発行目的の個人健康診断開始 

４月 利用者の声アンケート箱設置 

平成 17 年１月 
NPO 法人日本乳がん検診精度管理中央機構マンモグラフィ技術部門 

認定取得(診療放射線技師１名) 

３月 認知症発症･進行予防に関する学際的研究事業に伴う医学的検査受託  
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６月 
NPO 法人日本乳がん検診精度管理中央機構マンモグラフィ技術部門 

認定取得(診療放射線技師２名) 

７月 健康づくり支援センター開設記念「健康フェスティバル」参加協力 

10 月 武蔵野市健康推進計画の評価及び武蔵野市民の健康意識に関する 
 武蔵野市・東京家政大学・二葉栄養専門学校との共同調査研究 

12 月 人間ドックにおける生活習慣病に関するデータ解析 

平成 18 年９月 日本人間ドック学術大会参加・研究発表 

平成 19 年２月 市民講演会開催 

３月 
公益社団法人日本超音波医学会超音波検査士認定取得 

(診療放射線技師１名、臨床検査技師１名) 

３月 
NPO 法人日本乳がん検診精度管理中央機構マンモグラフィ技術部門 

認定取得(診療放射線技師１名) 

11 月 保健センター・武蔵野健康開発事業団設立 20 周年記念式典・行事開催 

平成 20 年６月 ホームページリニューアル 

７月 公益法人制度改革検討プロジェクトチーム設置 

７月 保健指導・内臓脂肪システム導入 

９月 日本人間ドック学術大会参加・研究発表 

９月 特定保健指導(受託)開始 

平成 21 年２月 大腸がん検診(受託)開始 

10 月 健康づくり支援センター事業が武蔵野市より移管 

10 月 健康づくり支援センター移管記念「健康まつり」開催 

平成 22 年２月 一次、二次予防事業連携検討プロジェクトチーム設置 

４月 人間ドックオプション検査項目追加(６項目) 

10 月 肝炎ウイスル検診(受託)開始 

10 月 日本公衆衛生学会総会参加・研究発表 

平成 23 年４月 
財団法人から公益財団法人へ移行 

 名称「公益財団法人武蔵野健康づくり事業団」 

８月 日本人間ドック学術大会参加・研究発表 

平成 24 年１月 人間ドック受診料(市民負担額)改定 

９月 保険医療機関指定(内科・放射線科) 

10 月 日本公衆衛生学会総会参加・研究発表 

10 月 体験型セミナー(一次・二次予防連携)「栄養サポート講座」開始 

平成 25 年４月 人間ドックオプション項目追加 

４月 人間ドック受診者への栄養士による健康相談開始 

４月 健康づくり支援事業「働き盛りのパートナー食事♡診断」開始 

７月 福祉関連施設事業所健診受診者への保健指導開始 

９月 人間ドック受診者健診データ分析プロジェクトチーム設置 

平成 26 年３月 フェイスブック「健康ナビゲーター ムサシＤＡＮくん」開設 

４月 人間ドック受診者への禁煙に関する情報提供開始 

４月 事業所健診受診者への栄養指導開始 

４月 腰痛予防背骨コンディショニング教室受託開始 

７月 健康づくり人材バンク紹介事業開始 

平成 27 年３月 武蔵野健康づくり事業団 第一期中期計画策定 

４月 武蔵野市健康づくり推進員の武蔵野健康づくり事業団への移管 

４月 健康づくり共催事業開始 
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７月 ＰＡＣＳ(画像管理システム)の導入 

10 月 土曜日がん（受託）検診開始 

９月 胃がんハイリスク(ＡＢＣ)検査(受託)開始 

12 月 
「コミュニティ協議会との協力による高齢者の健康づくり自主活動 

グループ立ち上げ支援事業」が ケアリンピック武蔵野 2015 にて優秀賞受賞 

平成 28 年１月 
健康づくり広報誌リニューアル 

「わがまち武蔵野 健康生活 むさしのけんこうづくり通信」 

４月 人間ドック受診者への保健師による健康相談開始 

９月 特定保健指導(再受託)開始 

平成 29 年２月 体験型セミナー「スマート飲酒ライフ」開始 

４月 ツィッター「健康ナビゲータームサシＤＡＮくん」ツイート開始 

５月 メールマガジン（健康づくりはつらつメンバー特典）配信開始 

11 月 
保健センター開設 30 周年・武蔵野健康づくり事業団設立 30 周年 

記念式典・行事開催 

平成 30 年 7 月 武蔵野健康づくり事業団 第二期中期計画策定会議・ワーキング設置 
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6  公益財団法人武蔵野健康づくり事業団  

第二期中期計画策定会議・ワーキング職員  

 

          期間：平成 30 年７月 30 日～平成 31 年 3 月 31 日 

職 名 等 氏 名 

理  事  長 笹井  肇 

計画策定会議  

  

  

  

  

事務局長  守矢 利雄 

総務係長  篠﨑  武 

健康づくり支援係長  小俣 裕子 

健診指導係主査  安納 博之 

健診指導係主査  本間  聡 

計画策定 

ワーキング 

  

  

  

  

  

総務係 杉浦 宏行 

総務係 大西 雅代 

健診指導係主任  戸部 祐子 

健診指導係主任  杉本 明美 

健診指導係  小川 典恵 

健康づくり支援係  前田 蓉仁 
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